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第１　基礎調査団の派遣

１－１　基礎調査の経緯と目的

ジョルダン・ハシェミット王国は、天然資源に恵まれておらず、人的資源が数少ない資源であ

ることから、建国以来、教育分野への投資に力を注いできた。特に 1986～ 1990年の国家開発５か

年計画は、人材開発５か年計画とも呼ばれ、とりわけ科学技術振興を重点課題としており、1987

年にはハッサン皇太子を議長とする科学技術高等審議会（ＨＣＳＴ）が設立された。その後、1991

年には、その一環として、経済・社会的発展に情報化は不可欠との認識からＨＣＳＴ傘下の王立

科学院（ＲＳＳ）内にコンピュータ訓練研究センター（ＣＴＴＩＳＣ）を設立した。

このセンター設立と並行して、右センターに対する支援を要請された我が国は、メインフレー

ムを利用対象機材とする情報処理担当者の育成を目的として1990年６月から 1994年６月までプロ

ジェクト方式技術協力により「コンピュータ訓練研究センター」プロジェクトを実施した。同プロ

ジェクトは成功裏に終了し、現在はアラブ諸国を対象とした第三国研修「システムエンジニア」を

1993年から 1997年にかけて実施しており、その技術力及び事務処理能力は高く評価されている。

しかし、コンピュータ・情報産業分野における技術進歩はめざましいところ、センターが、今

後とも、ジョルダンのみならず近隣諸国も含めた技術・情報の集約基地としての位置づけを維持

するには、技術面・機材面での向上が必要であることがジョルダン国内で認識されている。

かかる状況下、ジョルダンは、1997年８月、我が国に対し、メインフレームを中心とした上記

プロジェクトの経験をも活かしつつ、現在、世界でも主流となっているクライアントサーバー

（Ｃ／Ｓ）方式による最新技術に対応するため、右分野における 3年間のプロジェクト方式技術協

力を要請越した。

上記プロジェクト終了後、３年以上経過しているところ、ジョルダンの現行の国家開発計画と

の整合性をも踏まえたうえで、近隣諸国も含めた当該分野の状況、問題点を調査し、コンピュー

タ訓練研究センターの役割・位置づけ・活動内容など（含む第三国研修の状況）を調査・確認する。

この結果を踏まえ、現在、要請越されている新規案件の妥当性をジョルダン側と協議する。

さらに、妥当性が確認された場合は、先方の実施体制を確認し、プロジェクトの範囲を絞り込

むとともに、可能であれば右範囲に必要な日本・ジョルダン双方の投入計画案を策定する。

１－２　主要調査項目

１－２－１　プロジェクトの背景・実施体制の調査

・ジョルダンの国家開発計画などとの整合性の確認

・ジョルダンにおける情報処理産業の現状確認

・ジョルダンにおける情報処理分野の教育の現状確認（含む今次プロジェクトのターゲットグ
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ループ・ニーズの確認）

・所管官庁・実施機関の組織（含む予算・人員配置）の確認

・実施機関の活動内容の確認（含む既存の機材・研修コースの実体を含めた既協力プロジェク

ト及び第三国研修の評価）

１－２－２　日本のＯＤＡにかかる現状説明及び意見交換

・ＯＤＡ予算の現状説明

・プロジェクト方式技術協力の現行スキームの説明（含むＰＤＭ、評価５項目の説明）

１－２－３　要請内容の確認及び絞り込み

・要請各項目に関するニーズ・内容の確認、問題分析

・協力の妥当性の検討

１－２－４　（可能であれば）具体的協力形態・内容の検討

・技術移転項目（案）の設定と右に必要な協力期間の設定

・日本・ジョルダン双方の投入案の検討

・カウンターパート（Ｃ／Ｐ）訓練計画（案）の検討

・機材計画（案）の検討（現地調達の可能性についての検討も含む）

１－３　調査団の構成

氏　名 分　　野 所　　属

広田　博士 顧問 通商産業省通商政策局経済協力部技術協力課長

山下　　誠 団長・総括 国際協力事業団鉱工業開発協力部

鉱工業開発協力第一課長代理

下地　富治 情報処理（訓練計画） （株）三祐コンサルタンツ技術管理部　部長

（コンサルタント）

水野　昌樹 情報処理（機材計画） （株）三祐コンサルタンツ技術管理部　情報システム課長

（コンサルタント）

勝又　　晋 協力企画 国際協力事業団鉱工業開発協力部

鉱工業開発協力第一課職員
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１－４　調査日程

日順 日　付 曜日
日　　　程

コンサルタント団員（2人） 団長・協力企画 顧　　　問

１ 12月３日 水 11:05 成田発（BA006） 11:20 成田発（NH207）

15:00 ロンドン着 15:20 ウィーン着

16:05 ロンドン発（BA6705） （網掛け部分は別目的

23:15 アンマン着 の行程）

２ 12月４日 木 ＪＩＣＡ事務所打合せ

３ 12月５日 金 休日・資料整理

４ 12月６日 土 コンピュータセンター視察・打合せ 10:15 ウィーン発（OS729）

現地ニーズ調査、機材調査 15:05 アンマン着

５ 12月７日 日 現地ニーズ調査、供与機材の 07:50 羽田発（JL113） 電力公社視察

現地調達の可能性調査 09:05 関西着 西脇個別長期専門家

10:45 同発（KL868） （電力アドバイザー）と

15:10 アムステルダム着 の面談

17:45 同発（KL517）

６ 12月８日 月 01:15 アンマン着

10:00 団内打合せ（合流）

12:00 ＪＩＣＡ事務所打合せ

13:00 計画省表敬

14:00 KICK-OFF MEETING（科学技術高等審議会（HIGHER COUNCIL FOR SCIENCE & TECHNOLOGY：

ＨＣＳＴ）、高等科学技術院（ROYAL SCIENTIFIC SOCIETY：ＲＳＳ）

サイト視察

16:00 在ジョルダン日本大使館表敬

７ 12月９日 火 午前 プロジェクトサイト（ＣＴＴＩＳＣ）視察 マンゴー皇太子顧問との面談

８ 12月10日 水 ジョルダン側との協議 08:25 アンマン発（RJ261）

12:25 アムステルダム着

14:20 同発（KL861）

９ 12月11日 木 資料整理 09:30 成田着

10 12月12日 金 休日

11 12月13日 土 サイト視察／ジョルダン側（ＣＴＴＩＳＣ）との協議

12 12月14日 日 午前 電子工学サービスセンター訪問

午後 ジョルダン側（ＣＴＴＩＳＣ）との協議

13 12月15日 月 ミニッツ案作成・確認

14 12月16日 火 午前 WRAP UP MEETING

ミニッツ署名・交換

15:00 ＪＩＣＡ事務所報告

16:00 在ジョルダン日本国大使館報告

コンサルタント団員（2人） 団長・協力企画

20:30 アンマン発（RJ137）

21:30 ダマスカス着

15 12月17日 水 補足調査（ベンダー訪問、 午前 専門家との打合せ

ＣＴＴＩＳＣからのヒアリ 午後 シリア計測標準研究所（Ⅱ）

ング） サイト視察

16 12月18日 木 11:20 アンマン発（BA6706） 01:50 ダマスカス発（AF677）

夜 ロンドン着 05:55 パリ着

（注：上記航空機の遅延によりロン 19:25 同発（JL406）

ドン～成田便を当初予定より変更。）

17 12月19日 金 11:55 ロンドン発（BA005） 15:10 成田着

18 12月20日 土 08:40 成田着
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１－５　主要面談者

〈日本側〉

（1）在ジョルダン日本国大使館

木村崇之 特命全権大使

阿部知明 一等書記官

安田　清 ＪＩＣＡ企画調査員

（2）ＪＩＣＡジョルダン事務所

矢部義夫 所長

久野貴一郎 次長

大野裕枝 所員

岩井雅明 所員

Mr. Adel Zureikat Research Coordinator

〈ジョルダン側〉

（1）計画省

Mr. Salem Ghawi Assistant Secretary General for Internatinal

Cooperation

Mr. Nael T. Al-Hajij Deputy Director, Bilateral Cooperation Department

（2）ＨＣＳＴ

Dr. Usama Al-Khalidi Acting Secretary General

（3）ＲＳＳ

Dr. Said Alloush President

Dr. Seyfeddin Muaz Advisor to the President

Mr. Nabih M. Nabhani Financial Audit & Communication Department

（4）ＣＴＴＩＳＣ

Dr. Saqer Abdel-Rahim Director

Mr. Samir Al Qutub Head, Advanced Training Section

Mrs. Sirin Said Hasan Acting Head of Implementation and Follow-up Section

Mrs. Samar Meyzayek Systems Analyst
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Mr. Khalid Abu Hilal Head, Technical Support and Maintenance Unit

（5）National Information Centre

Dr. Yousef Nusseir President

Mr. Fadhl Sweidan Director, Technical Services

（6）Electronic Service Centre

Mr. Said Hasan Director

Eng. Ali Qudah Head, Measurement Section
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 協議結果

Ⅰ. ジョルダンにおけ
る情報処理分野の
状況（続き）

４ 情報処理分野の
要員について

５ アラビア語対応

ジョルダン国内に合計4,000人のコン
ピュータ要員（プログラマー1,840人、
システムエンジニア1,000人など）がい
るとのこと。

「フェーズＩ」の際には限定的にアラ
ビア語入力に対応している。

現状について確認するとと
もに、今後の各職種の要員の
ニーズについても確認する。

情報処理分野に関するアラ
ビア語対応の現状について確
認する。

・現状約6,150人のコンピュータ要
員が存在することを確認した。
（プログラマー2,660人、システ
ムエンジニア1,300人など。）

・ニーズについては直接的には確
認できなかったが、一般的なエ
ンジニアの失業率が約８％であ
るのに対し、コンピュータ関連
のエンジニアの失業率はほぼ０
％とのことであり、この点から
当該分野要員のニーズは高いと
類推される。

アラビア語に対する対応につい
ては、通常の101キーボードのキー
キャップに英語・アラビア語の並
立標記により入力は容易になって
いる。ソフトウェアは、Windows
95、UNIX環境を問わず、流通してい
るソフトはアラビア語対応が可能
になっている。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 協議結果

Ⅱ. 新規要請案件（コ
ンピュータ訓練研
究センタープロ
ジェクトフェーズ
Ⅱ・仮称）に関す
る内容確認・検討

１ 所管官庁・実施
機関の組織の確
認

所管官庁を高等科学技術院（HCST）、
実施機関を王立科学院（R S S ）コン
ピュータ訓練研究センター（CTTISC）と
してプロジェクト方式技術協力が要請
されている。
要請書によれば、RSSの年間予算は約

1,000万米ドル、CTTISCの年間予算
（1996年）は約125万米ドルとされてい
る。

左記各組織の人員・組織・予
算・活動内容・設備などについ
て確認する。

・CTTISCに関する主要内容につい
ては以下のとおり。
人員＝95人
組織＝前身は1972年にRSS内の
部の１つとして設立。CTTISC
という現在の組織となったの
は1992年。６つのsectionに分
かれている。
1997年度予算＝27万1,000ジョ
ルダン・ディナール（JD）（約
5,000万円、１JD＝約￥185）な
お、これはコンピュータ関連
業務にかかわる部分の予算で
あるが、その支出と収入はほ
ぼ均衡しており、独立採算を
果たしている。
主要活動内容＝主に官に対す
る技術支援、調査、ハードウェ
ア・ソフトウェアの開発及び
研修コースの実施。ジョルダ
ン国内向けの研修コースにつ
いては、２／３が官セクター
からの参加。
設備＝ミニッツに添付の資料
のとおり。

・なお、「フェーズＩ」の際の所管
官庁はHCSTとなっていたところ、
ジョルダン側から、より実務的
なRSSを所管官庁としたい旨提案
があり、暫定的に所管官庁を
RSS、実施機関をCTTISCとした。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 協議結果

Ⅱ. 新規要請案件に関
する内容確認・検
討（続き）

２ 既協力プロジェ
クトに対する評
価

我が国からの協力として、プロジェ
クト方式技術協力「コンピュータ訓練
研究センタープロジェクト（協力期間
1990年６月～1994年６月）」を実施済。
また、第三国研修「システムエンジニ
ア」を実施中。

左記案件に関し、ジョルダ
ン側、研修に参加した研修員
などによる評価を確認する。

・プロ技「コンピュータ訓練研究セ
ンタープロジェクト」について
は、成功との評価を得ている一
方、当該分野の技術の革新に併
せて、更なる協力が必要と見ら
れている。

・第三国研修「システムエンジニ
ア」については、プロ技終了後も
対象国を湾岸諸国を中心とし継
続的に実施されており、当該国
の情報処理分野の技術向上に大
きく貢献しているとの評価を得
ている。なお、1993～1997年度
にかけて（予定も含む）11か国よ
り89人の研修員が同コースに参
加している。

・なお、我が国以外からのCTTISC
に対する援助としては、UNDP、
UNIDO、UESCOから機材が供与さ
れている（UNIDOからの援助には
専門家派遣２人も含む）が、いず
れも１万～２万米ドル規模と
なっている。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 協議結果

Ⅱ. 新規要請案件に関
する内容確認・検
討（続き）

３ 要請内容の確
認、絞り込み

C/S方式などの導入による、最新のコ
ンピュータ技術の移転が主な要請内容
となっている。

・左記内容について確認する。
・質問票などにより、ジョルダ
ン側のニーズ・協力の妥当
性について確認し、要請内
容の絞り込みを行う。

可能な範囲での絞り込みを行っ
た結果、下記（1）～（3）の３点を柱
とし、具体的には下記1）～11）の11
分野（優先順）を暫定的な技術移転
分野とすることとし、ミニッツに
記載した。

（技術移転の柱）
（1）C/Sシステムのコンフィギュ

レーション
（2）イントラネット・アプリケー

ションのデザイン
（3）オブジェクト指向ツールの開

発

（技術移転項目）
1） Clienet Server（C/S）System
Application Development

2） C/S System Integration
3） Administration of C/S System
4） Online Systems Analysisand
Design

5） Database Administration
6） Object-Oriented Development
Tools

7） Advanced Networking
8） Web Computing and Intranet
9） Multimedia
10）Training Media
11）Operation/Maintenance
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 協議結果

Ⅱ. 新規要請案件に関
する内容確認・検
討（続き）

４ 具体的協力形
態・内容の検討

（1） 投入
1） 日本側 要請書における主要投入内容につい

ては以下のとおり。

（1）専門家派遣
1） 長期専門家３人、各12～18か
月（UNIX管理、ネットワーク管
理、ハードウェアメンテナン
スなど）
　なお、長期専門家の要請に
チーフアドバイザー、業務調
整員が含まれているかどうか
は不明。

2） 短期専門家10人、各１～３か
月（UNIXシステム、インター
ネット、HTML）

（2）研修員受入れ
協力期間中以下の分野で８～10
人（マルチメディア開発、ネット
ワーク開発、プロジェクト管理、
ウィンドウズなど８分野）

（3）機材供与
（パソコン42台、システムソフト
42個、プリンター３台、CD-ROM
ライター２台、UNIXサーバー、
UNIX関連機材など）
ジョルダン側による供与機材の
見積金額合計は3 9万米ドルと
なっている。

上記３を踏まえ、可能であ
れば日本・ジョルダン双方の
投入案を作成する。

・日本・ジョルダン双方で協
議のうえ、可能であれば専
門家派遣計画を取りまとめ
る。

・日本・ジョルダン双方で協
議のうえ、可能であれば研
修員受入計画を取りまとめ
る。

・現地調達の可能性を含めて、
日本・ジョルダン間で協議
し、技術移転に必要な機材
について検討し、可能であ
れば協力について機材計画
について取りまとめる。

・チーフアドバイザー・業務調整
員に加え、上記３の技術移転項
目に基づく専門家を派遣する旨
協議した。

・当該分野においては、一般的に
分野が細分化されており、一専
門家の技術移転分野が狭いとい
う特性がある点、また、実施の効
率性も考慮し、長期よりも短期
専門家を中心に対応する旨説明
し、ジョルダン側もほぼ同様の
考えを持っていることを確認し
た。

・我が方のODA予算の制約から、す
べてのC/Pに研修の機会を与える
のは不可能であることを説明し
た。

・本邦研修を行ったC/Pの定着率が
高まるように、C/Pが研修後に退
職しないことを目的とした制
度・方策について聴取した。

・可能な範囲で現地調達する旨
ジョルダン側に説明した。

・供与機材の陳腐化を防ぐために、
機材供与のタイミングを複数に
分けて行うなどの方策をとる旨
協議した。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 協議結果

（1）C/Pの配置
　要請書では、10人のC/Pが配
置されるとされている。

（2）予算措置
　ジョルダン側のプロジェクト
に対する予算措置については、
要請書上の記載はない。

３年間の協力期間が要請されている。

Ⅱ. 新規要請案件に関
する内容確認・検
討（続き）

４ 具体的協力形
態・内容の検討
（続き）

（1） 投入（続き）
2） ジョルダン
側

（2） C/P訓練計画

（3） 協力期間

・各C/Pの経歴や学歴（海外で
の学歴も含む）を確認する。

・ジョルダン側による必要な
予算措置について説明する。

当方案を提示し、日本・ジョ
ルダン双方で協議し、可能で
あれば技術移転項目について
取りまとめる。

上記３を踏まえ、可能であ
れば技術移転に必要な協力期
間を設定する。

・ミニッツ内の暫定C/Pリストに
は、11の技術移転項目ごとに各
２人（一部重複）が示されてお
り、プロジェクト・マネージャー
を含め、15人のC/Pが記載されて
いる。

・上記15人のうち、多くが欧米ま
たは中東域内に留学した経験を
持っていることを確認した。

・ジョルダン側が必要なローカル
コストの配分をタイムリーに行
うべきであることをミニッツに
記載した。

・上記３に示した技術移転項目に
ついて確認した。

・ミニッツではR/Dで定めた日より
３～４年とする旨記載した。

・適正な協力期間は今後さらに詳
細に検討することとする。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 協議結果

RSS電子工学サービスセンターに対
し、我が国は医療機器の保守、研修
コースなどについてプロ技を実施
（1978～1981年）。1986年にはアフター
ケアを実施。現在、医療機器の保守管
理や認証に関する新規プロ技が要請さ
れている。また、アフターケアも併せ
て要請されている。

Ⅱ. その他

１ 日本のODAの現
状について

２ プロジェクト方
式技術協力の現
行スキームにつ
いて

３ 電子工学サービ
スセンター技術
向上プロジェク
ト

４ ミニッツ

日本のODAの現状説明を行う
とともに、必要に応じ意見交
換を行う。

左記について説明するとと
もに、PDM、評価５項目に関す
る説明を行う。

現時点では新規協力を前提
とはせず、組織の現況、訓練の
状況、機材の保守状況につい
て確認する。

上記Ⅰ．Ⅱ．の確認事項につ
いて必要に応じ、ミニッツに
記載する。

左記について意見交換を行い、
理解を得た。

左記について説明し、理解を得
た。

・同センターは現在約70人の人員
を要し、ジョルダン全域にわた
る医療機器の保守管理及びジョ
ルダン唯一の電気・電子製品試
験担当機関となっている。

・電気試験は現有設備では限定的
にのみ実施されており、自助努
力による設備増強も実施されて
いるが、各規格で必要な試験項
目はすべて満たすことができな
い状況である。

・確認事項については、ジョルダ
ン側が認める範囲で可能な限り
ミニッツに記載した。
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第２　協力分野の現状と問題点

２－１　国家開発計画などとの整合性

ジョルダンの国家計画である現行の「経済社会開発５か年計画（1993～ 1997）」では情報処理分野

を直接指しての記述はないものの、同計画の主要目標の１つとして「最新の教育とトレーニング・

システムによる職業訓練を行う」ことが明記されており、また、同計画の重点課題の中に「労働市

場の要求に合った教育」が掲げられており、ジョルダンでは人材開発と育成（Human Resources

Development）に力を注いでいることがよく分かる。

この国家計画の方針に基づき、ジョルダンの科学技術分野における計画・政策策定機関と位置

づけられる科学技術高等審議会（ＨＣＳＴ）は、1995年１月に発表した「国家科学技術の政策と方

針（National Science and Technology Policy）」の中で、下記の４つの主要政策・戦略の１つと

して「情報」を取りあげている。

－ 情報

－ 人材開発と育成

－ 研究開発

－ 技術

とりわけ情報と人材開発・育成は、情報を入手し、加工し、そして利活用するのがさまざまな

分野に属する人々であることを考えると、情報（処理）技術と人材開発・育成とは一体的に論じら

れるべきものであるので、本件の実施機関であるＣＴＴＩＳＣが活動の目的とする、情報処理技

術をジョルダンのさまざまな分野の多くの人々に対して研修普及のための訓練研究を行うことは、

まさに国家政策を具現化することであり、極めて意義の深い活動であるといえる。

石油に代表される鉱工業資源に恵まれないジョルダンでは、450万人の人口がまさに国家の財産

であり、この人材をいかに付加価値を高めて育成するかが、湾岸諸国の中で小国「ジョルダン」の

ポテンシャルを維持向上させる鍵を握るものであるといえる。国家開発計画が指し示す方向が労

働市場を意識した教育を論じていることからも明らかなごとく、第３次産業を主体とする国の経

済政策・戦略と、高度な技術を身につけた人材を周辺諸国へ供給することによる外貨獲得との両

面から立国の基盤を築くためにも、先端技術に係る技術導入と、これの普及を目的とした人材教

育はジョルダンの発展のためには必要不可欠のものであると考えられ、本件が対象とする情報処

理分野はその中核そのものであると判断される。

２－２　情報処理分野の現状

２－２－１　情報処理技術の現状

ジョルダンにおける情報処理技術の発達は、近年までは大学の研究者や官民に在籍するごく
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限られた、コンピュータ科学に通じた人たちが牽引者の役割を果たしてきたといえる。例えば、

1990年以前のジョルダンには、わずか 150人のコンピュータ科学に通じた技術者がいたに過ぎ

なかったが、ここ５か年の間に、前述の国家経済社会開発計画に基づく科学技術政策・戦略に

沿って、この分野の人材育成が積極的になされた結果、今日では後述のごとく 1,500人にもの

ぼるコンピュータ技術者が国内の各分野で活躍するまでになってきている。しかしながら、情

報処理技術の普及という観点から見ると、現在ジョルダン国内には官民あわせて２万 5,000台

のパーソナルコンピュータ（パソコン）が下記の状況で稼働していると報告されているが、この

数値は我が国の単年度出荷ベース（1996電子協）720万台を考える時、人口 450万人の小国とは

いえ、いかにも普及率が低いといわざるを得ない。（下記数値は、ＲＳＳ、工業技術研究センター

調査、1997年による）

学校関係 5,000台

公的機関 10,000台

民間機関 10,000台

　合計 25,000台

この１点のみからすべてを評価することは早計であるが、ジョルダンの情報処理技術の現状

は、利用技術面から見るといまだ広い裾野が形成されているとはいえない。

以下に国家情報センター（National Information Centre：ＨＣＳＴの下部機関）による公的

機関を対象とする調査結果を基に各項目について述べる。

（1）利用可能なＩＴ機材

1996年にＮＩＣが 88の政府機関を対象として実施した調査によると、回答した 76機関

中 46％がパーソナルコンピュータを導入していることが判明している（資料５参照）。しか

しながら政府機関を通じたすべての種類のＩＴ機材という観点から見ると、下記の結果と

なる。

　種　　類　 　保有台数　 　率（％）

汎用機（メインフレーム） 17 0.1

中規模 28 0.2

部内利用規模 78 0.4

課内利用規模 171 1.0

パソコン 15,000 83.5

ワークステーション 252 1.4

端末装置 2,410 13.4

調査報告書では、政府機関内でのＩＴ技術の利用はいまだ各々の組織での業務量と業務
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内容によって異なっており、全機関内に普及するに至っていないと論じており、本調査団

の所見としても、政府機関内でのコンピュータ化は広範囲をカバーしているとはいえない

と判断した。

（2）データベース管理システム（ＤＢＭＳ）

ＤＢＭＳはさまざまな分野でのコンピュータ化に必要不可欠のソフトウェアであるが、

前述の報告書では Oracle、Ingress、Informix、Foxproなどが政府機関内では普及している

としている。

　種　　類　 　導入数　 　率（％）

Oracle 38 45.9

Ingress 10 12.1

Informix 44 4.8

Foxpro 15 18.1

Access 5 6.0

Others 11 12.1

Total 83 100.0

（3）通信技術

政府機関内では下記の２種類の通信技術が利用されている。

－ Serial Connection

－ Ethernet

このような機関でのネットワークシステムの構築は、専用回線あるいは公衆電話回線を通

して、構内ネットワーク（ＬＡＮ）あるいは遠隔地のパソコンと接続する形でなされている。

インターネットのプロバイダの数は、1996年初頭にはわずか２か所を数えるのみであっ

たが、1997年 11月には７を数えるまでになっている。ジョルダンでのインターネットの特

徴としては、我が国のように１プロバイダが多数のアクセスポイントを介して不特定多数

の利用者と通信を行うのではなく、１プロバイダは１アクセスポイントのみを有するとい

う変則的な利用形態をとっている点にある。このことはジョルダン国内でのインターネッ

トの普及がいまだ我が国ほどの広がりを有していないことと、国内通信網の整備状況との

双方に起因するものと想定される。しかし、アンマン市内のスーパーマーケット内にある

インターネットカフェでネットサーフィンを楽しんでいる人々の姿を見るにつけ、早晩

ジョルダンにもインターネット普及の大きな波が押し寄せることが確かであるとの感触を

得た。
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（4）オペレーティングシステム（ＯＳ）

調査結果によると、ジョルダンの政府機関において利用される主なオペレーティングシ

ステムは下記のものであると記されている。

－　UNIX（中規模、部内利用規模、ワークステーション）

－　Windows 95、Windows NT（パソコン、ワークステーション）

－　MS-DOS（パソコン）

近い将来において、Windows NT Serverが中規模から課内利用規模のコンピュータ利用

環境下での主流になるものと考えられる。他方、MS-DOSはパソコン規模においても、利用

者が減少して行くものと想定される。

２－２－２　情報処理産業の現状

（1）情報処理機材メーカー

ジョルダンにおけるＩＴ産業は、我が国のそれとは大きく異なる。すなわち、ジョルダ

ンにはＩＴメーカーといえる電子製造業が全くなく、外国から輸入した部品（パーツ）を組

立て、自社ブランドのパソコンを販売している業者の存在が確認できた程度である。これ

は、アッセンブリ業者であって純粋な意味でのメーカーとは言い難く、現時点では、ジョ

ルダン国内にはＩＴメーカーがなく、同国の人口を考える時、市場規模が限定されていて

発展性がないことから、将来とも製造業の存率は困難といわざるを得ない。

（2）情報処理機材販売会社

1992年にＪＩＣＡ派遣長期専門家の報告によると、当時国内に約 60社のコンピュータ関

連企業の存在が認められたとのことであったが、1997年現在ではジョルダンのコンピュー

タ・ソサイエティに登録されている企業の数は、236社を数えるまでになっている（資料10

参照）。また、アンマン市内に配布されている電話帳のコンピュータ関連業種に登録されて

いる会社の数は、コンピュータ販売、ソフトウェア開発あるいは販売、メンテナンス会社

を含めると 93社にのぼっている。

今回の現地調査期間中にこれら多数の会社に対して、簡単な質問票に基づく電話インタ

ビューを試み、会社の規模と業務内容さらには、将来本案件のような機材調達を含むプロ

ジェクトに対して、現地対応を円滑に行えるだけの総合的な能力を有しているか否かを判

断するための一助とするべく、資料作成を行った（資料 11参照）。

また、調査期間中に数社の現地販売会社を直接訪問し、会社責任者との面談と質問票へ

の回答内容の分析を通じて、下記の印象を持ったので、本件を含むジョルダンＩＴ分野で

のハード／ソフト面での供給と維持管理については、一定水準に達している大手企業の存
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在が確認でき、将来的にも何ら問題はないとの判断を行った。

－ 会社組織がしっかりしており、社員数も潤沢である。

－ 最新技術に関する情報を持って、我々との面談に臨んでいる。

－ 日本のＯＤＡの仕組み、とりわけＪＩＣＡプロジェクトの流れを具体的に知って

いる。

－ 販売のみならず、アプリケーションソフトの開発、研修及び維持管理（保守）業務

に関する要員も育成、確保している。

（3）ソフトウェアハウス

今回の現地調査期間中に、独立系のソフトウェアハウスを訪問する機会がなかったので、

上述の機材販売会社での面談における責任者の発言からの推論になるが、ジョルダン国内

でのコンピュータ化の現状と、何よりも市場の大きさを考えるとき、業務システムの受注

開発のみで企業として生存していくことが困難であることから、多くは、大手機材販売会

社の傘下で下請け会社として少人数で運営しているか、販売会社のシステム開発部門のス

タッフとして活動するかの道をとっているものと考えられる。

また、今回訪問できた「産業開発銀行」のＣ／Ｓシステム導入と、アプリケーションソフ

トウェア開発の現状を見ると、先進的企業内での人材育成がしっかりと根付いていること

から、大企業を顧客対象とするソフトウェアハウスの経営も容易ではないとの感触を得た。

２－３　情報処理分野の教育の現状

２－３－１　大学教育

ジョルダン国内には下記の国公立大学８大学、私立12大学あるが、このうち各々６大学と10

大学にいわゆるコンピュータ学科（情報処理学科）が設置されている

〈国公立〉 〈私　立〉

University of Jordan Amman Al-Ahlia University

Yarmouk University Philadelphia University

Science and Technology University Al-Isra University

Mu’ta University Al-Zeitunah University

Al-Hashemia University Al-Banat University

Al Al-Beit University Upplied Science University

Al-Balqa University Jerash University

Amman Engineering College Zarqa University

Irbid University
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Princess Sumaya University

College for Technology

Social Science College

この諸大学でＩＴ分野を学んでいる学生数は国公立大学1,300人、私立大学 2,000人のあわせ

て3,300人と報告されている。これらの学生は我が国でいう理学部情報処理学科の学生であり、

当然のことながらＩＴ分野の基礎学問から利用技術に至るまでを学んでいる。この中には、

ＲＳＳ傘下のプリンセス・スマヤ技術大学も含まれている。いずれの大学においても、

ＣＴＴＩＳＣで実施しているようなシステムエンジニアの育成、ソフトウェアの開発は行って

はいない。

今回の現地調査期間中にジョルダン大学理学部を訪問し、学部長及び情報処理学科主任教授

と面談する機械を得、また学生の実習教室も見学することができた。大学ではコンピュータ技

術のうち、いわゆるハードウェアの基礎研究は行っておらず、研究と教育の主体は、コンピュー

タを利用する技術に置かれていた。ワークステーションを利用した解析技術の研究も行われて

おり、先端技術の利用に積極的に取り組んでいる姿を見ることができた。しかしながら、大学

には情報処理学科としての修士・博士コースがないことから、有為な人材が学部卒業後には先

進諸国へ留学してしまい、人材流出していることが大きな頭痛の種であるとの発言があった。

また、大学のコンピュータ機材が今日的な技術レベルから見ると時代遅れの観が否めず、教育・

研究の両面に支障を来しているとのことであった。

このほかに、２年制短期大学には2,700人の学生が在籍し、４年制、短大で年間あわせて2,000

人程度の卒業生を輩出している。

さらに、各大学では一般学生を対象にして、コンピュータを利用するための教育あるいは研

修を行っており、これらの学生はＩＴ技術者としてではなく、社会に出てからコンピュータを

利用して日常業務を円滑に遂行する役割を担う人材として大学での教育を受けている。このこ

とから、近年ではジョルダンでは着実にＩＴ技術者と末端での利用者の育成計画が進んでいる

ことが確認された。

２－３－２　初中高等教育

ジョルダンの教育制度では１年生から12年生までが初中高等教育年限に含まれており、1994～

1995年の調査によると下記のようになっている。

１～10年次（Basic School） 1,058,611人

11～12年次（Secondary School） 100,834人

大学生 64,830人

人口わずか450万人のジョルダンにおいて、この120万人にものぼる児童・生徒に対する教育
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の内容は、この国の国力を左右する「人材の育成」そのものであり、とりわけＩＴ分野の教育は、

職業教育に力を傾注している同国政府の方針と相まって、重要な政策課題となっている。しか

しながら、現実には私立学校の約75％が何らかのコンピュータ教育を実施しているのに比して、

公立学校ではわずか５％しか実施し得ていないことから、両者間の教育内容の格差が著しいこ

とが判明した。

教育省の訪問では、担当責任者の計画を聞く機会を得たが、1998年より８年生から上の生徒

を対象にして、ＩＴ教育をスタートさせたいとの強い意向が示された。しかしながら、この計

画の実現には２万台のパソコンが必要であるにもかかわらず、厳しい財政事情により50万 JDの

要求に対して 600台相当の予算措置しかできていないとの説明があった。国家政策及び戦略と

しての教育の現場で、ＩＴ分野の裾野を拡大するための重要な基礎教育が、必ずしも順調では

ないことを物語るものといえよう。

２－４　情報処理分野の要員の現状

ジョルダンには 1997年現在、以下のようなＩＴ分野の人材が多分野で活躍しているものと推測

される（資料２参照）。

　種　　類　 　人　数　 　率（％）

Data Processing Manager 510 8

System Analysts 1,060 17

Computer Engineer & Technicians 240 4

Programmers 2,660 44

Computer Operators & Data Entry 1,680 27

Totals 6,150 100

このうち、いわゆるＩＴ技術の専門技術者と認められるのは、システムアナリストの1,060人、

システムエンジニア相当の約 750人、プログラマの 2,660人あわせて約 4,500人程度の現役技術者

である。

これに対して、前述のごとく大学卒業生としては今後毎年 2,000 人前後が見込まれるので、

ＩＴ分野の要員は着実に増加することが確認された。

一方、官民界でのＩＴ分野の人材需要については、調査資料に類するものが存在しないので、具

体的な数字を示すことができないが、人口 450万人のジョルダンでは官民あわせて約 40万人の就

業者数があるといわれており、40万人に対する上記の 4,500人のＩＴ技術者は極めて少数である

といえる。

現在ジョルダン国内での一般的技術者の失業率が８％といわれているが、政府の援助を受けて

若年技術者（非ＩＴ分野）をＩＴ技術者として生まれ変わらせるための人材再生計画が実施されて
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おり、これらのことから判断して、ここ当分の間ジョルダンにおいてはＩＴ分野の要員は需要が

多く、供給が少ない減少が続くものと考えられる。

２－５　アラビア語対応の現状

２－５－１　全般

アラビア語の標準化作業は、アラブ標準化機構（Arab Standards and Metrology

Organization）にて行われており、例えばＡＳＭＯ708、ＡＳＭＯ449などの複数個の標準化コー

ドが存在する。しかしながら、Windows 95、Windows NT Workstation以外のＯＳを利用する

コンピュータの環境下では、標準コードか否かにかかわらず、使用する機器のソフトウェアが

サポートするコードでのみ使用可能であり、コンバータソフトウェアを利用するなどしてアラ

ビア語を扱っている。

２－５－２　パーソナルコンピュータ

Windows 95及び Windows NT Workstationは、標準的な機能として複数のアラビア語標準コー

ドをサポートしており、これらのＯＳを使用する限りにおいては、アラビア語ファイルの取り

扱いに際し全く問題がなくなった。

アラビア語キーボードの本体は世界標準の 101キーボードであり、キーキャップのみがアラ

ビア語・英語表記タイプに変更されているものである。また、ＣＴＴＩＳＣの富士通 M770用端

末として使用されるＰＣは、同様の対策としてキーキャップにアラビア語のシールを貼り使用

している。

なお、アップルコンピュータは他メーカーに先駆けてアラビア語パッケージを有していたた

め広く使用されていたが、近年アラビア語 Windows 95 が発売されたため、優位性がなくなり

Windows系パソコンが主流になりつつある。

〈補足事項〉

・アラビア語対応 Windows 95の製品体系

下記のいずれかの組み合わせを使用することになる。

① Windows 95 Arabic

② Windows 95 English＋ Windows 95 Arabic Enabled Upgrade

なお、オプション品として Windows 95 Localized Ver Upgradeが発売されており、

本オプションをインストールするとコマンドメニューまでアラビア語対応となる。
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２－５－３　Windows NT Server

現在ではＰＣ Server用としては、英語版の Windows NT Server 4.0が入手可能である。し

かしながら、Server に関しては一般のコンピュータユーザが直接操作するものではないため、

アラビア語対応でなくともシステムの運用に関し大きな障害にはならない。

また、Windows NT Serverは１～２年のうちに行われるバージョンアップにおいてアラビア

語対応となる予定であり、将来的に見ても何ら問題はないと考えられる。

２－５－４　メインフレームコンピュータ（富士通 M770）

ＣＴＴＩＳＣにおいて使用されている富士通 M770は、前述のＡＳＭＯ制定の標準コードは使

用しておらず、アラビア語を使用する場合は sedco arabizationと呼ぶ特殊な７ビットコード

を使用している。

富士通 M770の主な使用用途は、UNIX研修及び他企業（官公庁を含む）からの受託業務であり、

現業務に限定する限りでは、現状のアラビア語対応で大きな問題にはなっていない。

２－５－５　データベースマネージメントシステム（ＲＤＢＭＳ）

ジョルダン国内で利用されているＲＤＢＭＳとしては、アラビア語対応済みであること、及

び使用可能なコンピュータの種類が多いことから ORACLEが主流である。ジョルダンにおいて入

手可能な ORACLEの状況は下記のとおりである。

バージョン アラビア語対応状況 富士通 M770への対応

ORACLE６ × ○

ORACLE７ ○ ×

ORACLE８ 未 ×

最新のバージョンである ORACLE８は発売後間もないものであり、近い将来アラビア語対応版

がリリースされるものと予想されるが、現時点でジョルダン国内の新規導入される製品の主流

は ORACLE７と考えられる。したがって、ジョルダン国内での市場のニーズとしては、ORACLE７

あるいは ORACLE８が大半であると考えられる。

ちなみに、ＣＴＴＩＳＣが現有するＲＤＢＭＳは富士通 M770上の ORACLE６と、IBM RS6000

上の ORACLE ７であるが、処理能力の大きい富士通 M770 がアラビア語対応で問題を抱え、IBM

RS6000は処理能力が小さいという根本的な問題がある。



- 24 -

第３　既協力プロジェクトに対する評価

３－１　コンピュータ訓練研究センタープロジェクト

当該プロジェクトはジョルダン及び他のアラブ周辺国のコンピュータ化を促進するために、情

報処理技術分野の人的資源を開発訓練することを目的として、1990年６月から 1994年６月までの

４か年にわたって、「プロジェクト方式技術協力」として実施されたものである。本訓練センター

においては、下記の主な業務を遂行することによって上記目標の達成を図った。

（1）ジョルダンの官民あらゆるレベルを対象とした情報技術研修を実施する。

（2）ジョルダン及び周辺アラブ諸国の技術者に対する情報処理技術研修を行う。

（3）ジョルダン及び周辺アラブ諸国へのソフトウェア開発及び技術サービスの提供を行う。

（4）ソフト開発とアラビア語化の人的資源能力強化を行う。

（5）長期（４～６か月間）研修コース２つ（上級プログラマーコースとシステムエンジニア

コース）を開発し、毎年実施する。

（6）年間 10コース程度の短期研修コースを開発し実施する。

プロジェクトの初年度は湾岸紛争勃発のため、日本国内における機材の選定とＣ／Ｐの日本研

修受け入れのみが実施されるにとどまったが、1991年７月以降からは長期専門家３人が派遣され、

本格的な技術協力すなわちＩＴ分野の技術移転が開始された。プロジェクト期間を通じての成果

として下記のごとく総括されている。

「プロジェクトは供与機材のサイト到着遅れ、Ｃ／Ｐの既存業務のため技術移転計画に多少の前

後などはあったが、まずは円滑に実施された。」（プロジェクト総合報告書、1994年６月）

この技術協力期間を通じて、Ｃ／Ｐに対する十分な技術移転が行われた結果、供与機材の使用、

研修講師としての知識・技量に対する目標レベルへの到達が達成されたので、当プロジェクトに

よる研修コースの開発（長期・短期）が円滑に進み、当プロジェクト期間に総計 401人のＩＴ要員

研修を実施することができた。

これらの研修コースは、長期コースは毎年１～２回実施されており、短期コースはＣ／Ｐ側の

自助努力で開発し、年間 15コース程度を１週間～１か月にわたり実施するまでになった（資料７

参照）。このことは、長期専門家及び短期専門家によるジョルダン側への技術移転が順調に行われ

た成果であり、本プロジェクトの主目的が目標レベルの域まで達成されたことを物語るものと評

価できる。

また、センターのＣ／Ｐは、王立科学院（ＲＳＳ）以外の政府機関に対して、ユーザアプリケー

ション・ソフトの開発協力や、民間に対するコンピュータ利用に対するコンサルタントとして活

動しており、この結果得る収入は上記の研修コース開設によって得られる収入を上回る額となっ

ている。このことは、専門家を通じて移転されたＩＴ技術がジョルダン国内で高く評価されてい
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る証左であり、順調な技術移転が実行されたものと評価できる。

本プロジェクトの開始にあたり日本側より供与された機材は、大型汎用コンピュータを中心と

したシステムであり、当時の情報処理システム環境の先端をいくものであった。このシステム環

境下には、40 台のパーソナルコンピュータをはじめとして２台のレーザプリンタと１台の磁気

テープ装置が接続しており、プロジェクトの当初目標であるセンターによる研修活動と、ソフト

ウェアの開発を実行するには十分な設備容量であった。その結果、長期専門家の派遣と相まって

センターを拠点とする研修活動が軌道に乗り、当初計画していた研修コースの質と量を確保し得

たことは本プロジェクトの供与機材と、派遣専門家が一体的に機能した結果であると断言できる

ものである。

３－２　第三国研修（システムエンジニア）

本プロジェクトの当初より、ジョルダンの情報処理分野の近代化が、アラブ周辺諸国を中心と

した近隣諸国に対して、情報処理分野の近代化に貢献することができるとの考えからジョルダン

国内の官民を対象とした研修のみならず、周辺諸国を中心とした第三国研修にも力を傾注してき

た経緯がある。

1993年から 1997年の５か年間に、長期専門家とＣ／Ｐが開発したシステムエンジニアコースを

用いて、第三国研修を実施することができたが、これは近隣諸国へのＩＴ技術の普及・伝播とし

て高く評価できるものである。

この研修コースに参加した諸国は、シリア、エジプト、アルジェリア、テュニジア、サウディ・

アラビア、レバノン、イエメン、オマーン、モーリタニア、モロッコ、バハレーンの11か国であ

る。これらの国からはその後も継続してシステムエンジニアコースに対して参加しており、我が

国からジョルダンへの技術移転の成果が、Ｃ／Ｐを経由して、湾岸諸国を中心とした上記の国々

に対してＩＴ分野の技術に関する最新技術を広めるという波及効果を生んでおり、研修活動を継

続的に実行している努力は高く評価できるものである。

この研修に参加した技術者が、母国の情報処理化の中心的役割を担い得る人材として当セン

ターで教育・研修を受けることは、帰国後における各々の活動を考えるとき、我が国が果たすべ

き技術協力のあるべき姿の１つとし、重要な示唆を与えるものである。
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第４　プロジェクト基本計画

４－１　所管官庁・実施機関の現状

４－１－１　設備の現状

（1）フロアレイアウトの現状

ＣＴＴＩＳＣのフロアレイアウトは下記である。

（詳細なレイアウト図は資料８を参照）

Ground Floor ；メインフレームコンピュータが設置されているコンピュータルーム

及び端末室、セミナー教室があり、ＣＴＴＩＳＣが開催する研修は

この階で行われる。

1st Floor ；ＣＴＴＩＳＣの所長以下全スタッフのオフィスが置かれている。

（2）ＣＴＴＩＳＣ保有のコンピュータの現状

〈全般〉

ＣＴＴＩＳＣが現在保有しているコンピュータは下表のものである。

種　別 名　称 台　数 用　途

メインフレームコンピュータ 富士通 M770 1 研修、受託業務

NCR CRITERION V8575 1 受託業務

UNIX IBM RS6000 1 研修、受託業務

SUN Netra 4 1 WEB/Mail Server

HP Apollo 1 研修

ＰＣ 富士通 286（MY216） 40 研修

PC DX/66（486） 10 研修、通常業務

Micron Pentium 12 研修、通常業務

Gateway Pentium 10 研修

PC Netco 10 受託業務

Macintosh 2 通常業務

各コンピュータの主要な用途及び入手経路を Minutes of Discussion Annex15に示す。

パーソナルコンピュータの設置場所は、研修コース内容と陣容に応じて移動するため固

定的でないが、調査時に確認できた主なコンピュータの設置場所は下記のとおりである。

1） Computer Room 富士通 M770、NCR V8500、IBM RS6000

SUN Netra４、HP Apollo

2） Terminal Room１ 富士通 286（MY216）× 26
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3） Terminal Room２ Pentium× 15、富士通 286（MY216）×４

4） Debug Room１ ＰＣは設置されていない

5） Debug Room２ Pentium×５、富士通 286（MY216）×５

6） Seminar Room ＰＣは設置されていない

（3）ＣＴＴＩＳＣ内のネットワークの現状

ＣＴＴＩＳＣにおけるネットワーク構成は資料６－１に示すとおりであるが、1996年に

導入されたＡＴＭスイッチ（Bay Networks製 Centillion 100）を中心としたスター型のネッ

トワークトポロジーを構成しており、このスイッチから支線ＬＡＮとして、M770端末ＰＣ

用に Thin Coax（10BASE-2）２本、及びクライアントＰＣ（スタッフ用・研修用ＰＣ）用に HUB

経由で 10BASE-2を接続している。富士通 M770、Web Serverの SUN Netra４、IBM RS6000

は、ＡＴＭスイッチと直接UTP（10BASE-T）で接続されている。また、ＡＴＭスイッチはイン

ターネット用に Thick Coax（10BASE-5）にてＮＩＣ（National Information Centre）の基幹

ＬＡＮと接続されている。なお、ＩＰアドレスの付与はクラスＣを使用している。ジョル

ダン側と現行のネットワークについての協議を行ったが、M770端末ＰＣ用の支線ＬＡＮは、

10BASE-2の仕様に起因する信頼性の面での問題があり、10BASE-Tに変更する予定であると

のことであった。

この 10BASE-2の問題を除けば、ＣＴＴＩＳＣの有するネットワークは、性能的・機能的

に見て十分な内容を有しており、本件要請のＣ／Ｓシステムが導入された場合であっても

支障なく安定稼働が可能であると考えられる。

ただし、ジョルダン側との協議の中で、現時点ではＡＴＭスイッチが有するＡＴＭ及び

バーチャルＬＡＮ機能を十分に利用する技術がＣＴＴＩＳＣには不足しており、この点か

らも最新のネットワーク技術に関する技術移転の必要性があると判断した。

（4）メインフレームコンピュータの現状

1） 富士通 M770

M770のシステム構成を資料６－２に示す。

本機のＯＳは、フェーズ Iにおいて富士通独自ＯＳである MSPと UNIX OS の一種であ

る UTS/Mがインストールされたが、現在は特殊な場合を除き主に UTS/Mが使用されてい

る。またジョルダン側要求により、ORACLE６をフェーズＩ期間中に長期専門家がインス

トールしたことで、UTS/M下でデータベース関連の研修のみならずデータベース関連の受

託業務も行うことが可能となっている。

本機の使用目的としては、UTS/Mを用いた UNIX研修が中心であり、富士通の独自 UNIX
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とはいいながら、標準的なUNIXコマンド体系に近く、また使用可能ユーザ数が30人と多

いため、研修には適しているとのＣＴＴＩＳＣの見解である。UNIX研修は５～７回／年

開催され、うち２～３回が基礎コースで、３～４回が応用コースである。

MSPの利用としては、PASCAL言語で作成された解析プログラムをリコンパイルし、ＪＴＣ

（Jordan Telecommunication Company）のデータ解析を行っている。

また、その他の用途としてオープンリール MTが使用できるため、オープンリールMTか

ら他媒体（ストリーマ MTなど）への媒体変換などの受託業務も行っている。

本機の利用時間の内訳は、研修利用として約 65％、受託業務（リサーチ・解析・デー

タエントリなど）及び保守時間で約 35％である。本機は通常 24時間運転の体制をとって

いる（資料２を参照）。

以上の利用状況から見て本プロジェクトが実施された場合であっても、富士通M770の

利用価値は下がることがない。またジョルダン国内のみならず近隣諸国が保有するメイ

ンフレームの台数は非常に少なく、本機を所有していることの優位性は高いと考えられ

るので、今後も本機を継続して使用するニーズは高いと考えられる。

しかしながら、「２－５　アラビア語対応の現状」の中の「２－５－５　データベース

マネージメントシステム」で述べたように、本機にインストールされている ORACLE６は

アラビア語対応がなされておらず、またジョルダン国内にて主流となっている ORACLE７

に比してバージョンが低いゆえに、本プロジェクトによる技術移転に使用するには機能

及び性能の両面で不足すると予想される。

2） NCR

ＪＴＣ（Jordan Telecommunication Company）からの受託業務である給与計算・料金票

出力及びＭＯＦ（Ministry of Finance）からの受託業務に使用されている。本機は導入

時期が非常に古く、本来であればデータの移行を行い新機種にリプレースする必要があ

るが、膨大な過去の資産がありデータ移行にも多大な工数が必要とされるので、現在で

も継続して使用している状況である。本機はＬＡＮに接続できないことをはじめとして、

ジョルダンのＩＴ分野の実状には全く適しないのが現状である。

（5）UNIXマシンの現状

1） IBM RS6000

ORACLE７及び CASEツール（ORACLE designer/2000など）がインストールされており、主

にデータベース関連の受託業務に使用されている。しかしながら、本機は導入時期が古

く、大規模なデータベースを構築するにはＣＰＵ性能及びディスク容量ともに不十分で
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ある。本プロジェクトが実施されればこの問題は解決される。

2） HP Apollo

オーサリングツール（音声・映像などのMultimediaデータを統一して扱えるソフトウェ

アであり、ホームページなどの作成に用いられる）をインストールし、Multimedia研修及

び Multimedia機能が必要な業務において使用されている。例えばＣＴＴＩＳＣのホーム

ページ作成あるいは紹介用ＣＤ作成などである。

3） SUN Netra４

本機はネットワーク構成図（資料６－１）において、mars（RSS Web Server）と示され

ているものであり、Internet 用 Server として運用されている。具体的にはＮＩＣ

（National Information Centre）に接続され、ＮＩＳ（National Information System）

からリンクされるＣＴＴＩＳＣのホームページを格納する Web Server及びＣＴＴＩＳＣ

内の Email環境を構築する Mail Serverの機能を果たしている。本機は導入時期が比較

的新しく、本プロジェクト実施に際しても継続利用可能である。

（6）ＰＣの現状

ＣＴＴＩＳＣが保有するＰＣは、研修用の機材、ＣＴＴＩＳＣのトレーナをはじめス

タッフが使用する機材、受託業務用のデータエントリ用に使用される機材と大別される。

ＣＴＴＩＳＣが開催する研修に使用されるＰＣは下記のものであり、ＣＴＴＩＳＣ内

ＬＡＮに接続されて使用される。

1） 富士通 286（MY216）

2） Micron Pentium

3） Gateway Pentium

4） PC DX/66

これら研修用ＰＣは研修内容にあわせてＯＳを含めすべてのソフトウェアを再インス

トールすることで対応している。研修に使用するＰＣ数は１コース 10～ 20台程度で、再イ

ンストールに要する工数は非常に大きな負担となっている。さらにアプリケーションレベ

ルの再インストールの難易度は低いが、ＯＳレベルの再インストールは機器に依存する設

定（例えばネットワーク設定）を再度行う必要があり難易度が高く、スタッフに係る工数的

な負担が大きい。また、同時期に複数の研修が開催されることもあり、すべての研修対象

に十分な台数のＰＣをそろえることは無理としても、極力ソフトウェアの再インストール

は行わないことが望ましい。
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これは、ひとえに研修用機材の不足によるものであり、本プロジェクトによる機材供与

が切望されている主たる理由と考えられる。

また、現在ＣＴＴＩＳＣ開催の研修は動作条件として Pentium 機が最適である Windows

95を必要とする場合がほとんどであり、さらに昨今のソフトウェアの要求仕様も同様の状

況である。したがって当センターでは資料７に示すように大半が Pentium機を利用した研

修となっている。しかしながら、保有台数が最も多い富士通 286（MY216）は、MS-DOSのみし

か使用できず、今日では研修機材として不適当といわざるを得ない。

スタッフが使用するＰＣは彼らの通常業務、すなわち受託業務遂行に使用されるもので

あり、本来高性能な機器を必要とするが、研修用の機材を優先する結果、余剰機材の中で

融通し合って共同利用しているのが現状である。

一方、データエントリ用ＰＣに関しては、特に高機能な機器が要求されるわけではなく、

基本的には MS-DOSのみ動作する旧機種で問題はない。

Windows下でのプリンタ環境は、HP製レーザプリンタ（LaserJet 4V）１台を約 100人に上

るスタッフがネットワーク経由で共同利用している状況である。またこの環境は Windows

NT Server を使った高度な形態ではなく、簡易型のプリンタサーバー（HP JetDirect

Explus）を利用したものであり、プリンタ当たりのユーザ数及びフロアレイアウトから考え

ると非効率的な状況であるといわざるを得ない。

一方、富士通 286（MY216）用プリンタ（DL3400）は、フェーズＩ時に導入されたものを50台

保有しているが、Windows下では使用できず、MS-DOS下でのみ使用可能であるため、利用頻

度は極端に少ないものと考えられる。

以上当センターにおけるＰＣ関連の状況を述べたが、本来要請機材が導入された場合、

研修機材の不足あるいはスタッフの業務効率の改善などに大きな役割を果たすと考えられ

る。

４－１－２　他の援助機関からの協力の現状

ＣＴＴＩＳＣに対する援助としては、

（1）ＵＮＤＰによる PentiumＰＣ２台とプリンタ１台の供与（１万 5,000USドル）

（2）ＵＮＩＤＯによるＰＣ２台、スキャナ２台、プリンタ１台の供与（２万USドル）及び４

か月間の２人の専門家派遣

（3）ＵＮＥＳＣＯによるインターネット接続用スイッチボードの供与（１万 USドル）

が行われている。
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４－２　技術移転分野（目的）

４－２－１　技術移転の柱

ジョルダンより我が国に寄せられた要請内容を分析すると、今回のプロジェクトが実施され

る場合に、ジョルダンＣ／Ｐに対して日本側の専門家を通じて技術移転されるべきテーマは、

下記の３項目を柱とする最新のＩＴ技術と、それを国内及び周辺の第三国へ普及するための、

研修技術に関するものであると判断できる。

（1）Ｃ／Ｓシステム環境の構築と利用

（2）イントラネット・アプリケーションの設計

（3）オブジェクト指向ツールを利用したアプリケーションの開発

当センターの活動目的はジョルダンの官民を対象として、最新のＩＴ技術を国内に広く普及

させるために研修を行うことであり、当然のことながら研修する技術内容は現時点での最新技

術であるとともに、今後のＩＴ技術変革の趨勢をも念頭に入れたもので構成されていなければ、

ジョルダン国内でのＩＴ技術の旗手としての役割を担い続けることができないことになる。

既に、当センターにはフェーズＩプロジェクトにおいて、我が国の大型汎用コンピュータを

中心とした、当時の最新コンピュータシステム環境が構築され、今日においてもセンターの日

常活動を支える重要な役割を果たしている。しかし、いわゆる大型汎用コンピュータによる中

央集中型の巨艦コンピュータ処理システムは、その導入時の初期コストが高いこととともに、

維持管理費が嵩むこと、及び運用に高度な専門知識を要することなどの問題点を内包しており、

その優れた処理能力と高い信頼性を十分認めたとしても、いまだジョルダンにおいて稼働して

いる汎用コンピュータがわずか 17台（２－２　情報処理分野の現状）に過ぎない現状が、普及の

困難さを端的に表している。このような問題はジョルダンのみの特異なことではなく、世界的

に普遍的な問題点として解決が急がれてきた経緯がある。

パーソナルコンピュータの処理能力の向上と低廉化が、個人向けの単独使用から一定の広が

りを持つ、部署規模での共同利用を前提とした、分散処理環境下でのコンピュータ利用が主流

となるＣ／Ｓシステムの急速な普及を実現する原動力となった。Ｃ／Ｓが従来の汎用機／端末

型のシステムと大きく異なるのは、複数の中央演算処理装置（ＣＰＵ）が協力して１つの処理を

実行する点である。前述の巨艦処理が集中処理を前提していたことを考えると、垂直的な分散

処理を基本とするＣ／Ｓに移行することは一大変革であるといえるとともに、近年世界的な規

模で急速に普及している原因がここにあるとも指摘できる。

汎用機／端末システムと比較して、Ｃ／Ｓの利点は下記の諸点である。

1） クライアント側のＣＰＵの有効利用（パソコンの処理能力の向上）。

2） 操作性のよいＧＵＩ（Graphic User Interface）の実現（専門知識が不要）。

3） 柔軟なシステム構成と組み合わせの選択肢の多様さ。
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4） 分散処理であるがゆえの信頼性の向上（危険分散）。

5） Ｃ／Ｓ環境を構築するために豊富なソフトウェアから選択が可能である。

以上のことから、フェーズＩで供与された、大型汎用コンピュータを中心とした利用環境下

で実施されている現在の研修活動の内容変更が急務である、とのジョルダン側の認識が正しい

ものであり、かつ妥当性の高いものであると判断できる。

このＣ／Ｓ環境を構築するためには、前述の（2）イントラネット・アプリケーション（Webコ

ンピューティングを含む）が今後Ｃ／Ｓシステムの主流となるものであり、また開発技法として

の（3）オブジェクト指向ツールを利用したアプリケーションの開発は不可分にして一体的なも

のであるので、今後のセンターにおける研修・普及活動の基本的な柱として位置づけられる。

４－２－２　技術移転項目

ジョルダン側との上記の三本柱を基にした協議の中、詳細な技術移転項目として下記の11項

目が取り上げられた。

これら各項目について現時点で想定される具体的な内容を以下に示すが、今後、用語の定義

を含めて再度ジョルダン側と協議をして内容の絞り込みを行う必要がある。

（1）Client Server（C/S）System Application Development

Ｃ／Ｓシステムで使用されるアプリケーションソフトウェアの開発に関連する総合的な

技術を指す。単にアプリケーションソフトウェアの開発技術のみならず、Ｃ／Ｓシステム

の基本コンセプト、データベースの設計・運用管理技術、機器の運用管理の基礎的な技術

を含む。開発するアプリケーションの対象は、データベースシステムに重点を置く。

例）アプリケーション開発、データベース構造設計、システム設計、システム開発手法

（2）C/S System Integration

Ｃ／Ｓシステムを構築するに際して、要求仕様に基づいてサーバー及びクライアント機

器を含めたシステム全体を最適な形態で構築する技術を指し、特にデータベースシステム

に重点を置く。

例）ネットワーク性能を含めたトランザクション管理、データベースサーバー設置など

（3）Administration of C/S System

Ｃ／Ｓシステムを運用するに際して必要とされる総合的な技術であり、単にハードウェ

アの運用にとどまらず、性能低下を招くことなく、Ｃ／Ｓシステム全体を適正な状態で運

用するための技術を指す。

例）Serverの管理、ＤＢＭＳ定義・管理、システム全体の性能管理、トランザクション管
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理など

（4）Online Systems Analysys and Design

４ＧＬ言語を使用し、オンラインデータベースシステムを構築する技術を指す。特に

ネットワーク（ＬＡＮ／ＷＡＮ）を中心としたＣ／Ｓシステムのシステム分析・設計を行う

技術である。

例）ＬＡＮを中心としたネットワーク設計、データベースプログラミングなど

（5）Database Administration

データベースシステムの開発・運用管理技術であるが、特にデータベースマネージメン

トシステム（ＤＢＭＳ）に重点を置いた技術を指す。

例）データベースセキュリティ、障害管理など

（6）Object-Oriented Development Tools

C++言語などのオブジェクト指向言語を用いたシステム開発に際して必要とされるシステ

ム分析・設計技法を指す。

例）ＯＬＥ技術、オブジェクト指向言語を用いたデータベースシステムの設計

（7）Advanced Networking

ＡＴＭ（Asynchronous Transfer Mode）を代表とする最新のネットワーク技術を用いた設

計及びネットワーク管理技術を指す。

例）ＬＡＮ設計など

（8）Web Computing and Intranet

WWW Serverを中心とした Webコンピューティング、イントラネットを実現するための技

術を指し、JAVA、Visual Basic、C++言語などによるインターネット・イントラネットアプ

リケーションの開発を含む。

例）WWW Server構築、JAVAによるアプリケーション開発など

（9）Multimedia

音声・映像などを取り扱うマルチメディアシステムの構築技術を指す。

例）オーサリングツール利用技術、ＣＧ（Computer Graphics）など
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（10） Training Media

研修コース開設にあたって必要とされるマネージメント技術を指し、研修目的の設定、

カリキュラムの設定などを行う。

（11） Operation/Maintenance

本プロジェクトが採択され、機材供与がなされた場合の、各機材の運用保守管理技術を

指す。

以上、Ｃ／Ｓシステム環境を中心とした技術移転の細目について述べたが、Ｃ／Ｓ方式はあ

くまでもコンピュータシステムを構築する手段であって本プロジェクトの目的ではない。本来

の目的はジョルダン国内及び第三国に対して、Ｃ／Ｓシステムに代表される最新のＩＴ技術を

利用した研修コースを通して、受講者に対し、各担当業務の合理化・省力化をめざして、個別

の業務ソフトウェアを開発する能力を身につけさせることにあることを重ねて協調したい。

４－３　ターゲットグループ

４－３－１　ジョルダン国内

前項の「技術移転分野」で述べたごとく、本プロジェクトが目的とするＩＴ分野の技術レベル

は、世界の趨勢から見ても最新のものであり、必然的にプロジェクトの初期の期間に日本人専

門家からジョルダン側Ｃ／Ｐに直接移転される技術内容と知識も最新にして広範、高度なもの

となることは避けられない。幸い、ＣＴＴＩＳＣに在籍する本プロジェクトのＣ／Ｐ要員の多

くは、フェーズＩプロジェクトのＣ／Ｐ経験者でもあり同プロジェクト期間における日本人専

門家からの技術移転によって、今では自助努力で研修活動を継続的に開催する能力を有する、

高い技術レベルを持つ人材の集団にまで成長している。したがって、本プロジェクトの到達目

標が従来の大型汎用コンピュータシステムに係る最新利用技術の移転であったものが、Ｃ／Ｓ

システムに係る最新利用技術に大きく変わったとしても、当該Ｃ／Ｐ要員のＩＴ技術に係る基

礎知識レベルの高さから判断して、本プロジェクトの立ち上がり期における技術移転のター

ゲットである、ＣＴＴＩＳＣ所属のＣ／Ｐの資質に対する懸念材料はないといえる。

しかしながら、以前のコンピュータ利用技術に比して、今日のそれは細分化が進んでおり、少

ない数の限定されたＣ／Ｐに対する技術移転で、将来のセンターが計画する研修活動を機能的

に実施可能と判断することは現実的ではない。したがって、本プロジェクトでは技術移転項目

が細かくなることに伴い、技術移転のターゲットグループをも各項目ごとに２人のＣ／Ｐで対

応する、新しい構想のもとでスタートさせることが望ましいと判断する。

すなわち、センターの中心的役割を担っている熟練Ｃ／Ｐと若手Ｃ／Ｐとの２人体制でもっ
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て日本人専門家からの技術移転を受ける計画とする。それぞれの役割は下記の内容で明確にし、

重複を避ける配慮を行う。

－ 熟練Ｃ／Ｐ 主として、担当テーマの研修課題のうちの分析と設計に従事する。

－ 若手Ｃ／Ｐ 主として、担当テーマの研究課題のうちの設計とプログラミングに従

事する。

プロジェクトの期間におけるＣ／Ｐへの技術移転の進捗を見極めつつ、これらＣ／Ｐを通じ

てジョルダン国内の官民を対象とする、不特定多数のＩＴ技術者及び予備軍に対する技術移転

を積極的に展開することが本プロジェクトの最終目的となる。

以上のことから、ジョルダン側のターゲットグループは、①プロジェクト初期における

ＣＴＴＩＳＣ所属のＣ／Ｐに対する技術移転と、②プロジェクトにおける直接的な技術移転が

進捗した段階（①の目標が達成された段階）でＣＴＴＩＳＣのＣ／Ｐの手によって行われるジョ

ルダン人Ｃ／Ｐからジョルダン人受講者に対して行われる技術移転という、２つの形態が考え

られ、記述のジョルダン国内のＩＴ分野の技術者の層と人数から判断して数年以内に１万人に

は容易に達するものと判断される。

４－３－２　第三国

ＣＴＴＩＳＣでは、1994年１月に開催された第１回目の研修コース開設以来、本年度（1998

年３月）開設予定を含めて計５回にのぼる第三国研修を継続的に行っている。このコースは、４

か月にわたってシステムエンジニアリングについて研修を実施するものであり、利用するコン

ピュータ環境もフェーズＩで導入した大型汎用コンピュータからパーソナルコンピュータまで

多岐にわたるものである。この研修科目の内容はすべてＣＴＴＩＳＣスタッフの手によって運

営されており、日本人専門家→ジョルダンＣ／Ｐ→第三国研修生という経路でＩＴ技術が着実

に移転され続けていると同時に、その裾野の広がりが周辺諸国に波及効果として確認できるこ

とは、プロジェクト方式技術協力の目標が正しく理解、実行されていることの証左といえよう。

このことから、本件の実施にあたりＣ／Ｓシステムを中心とした新しい研修コースに関する

第三国研修においても、ジョルダンとの関係が深い下記の諸国からの研修生が本国を代表して

受講し、その成果を帰国後に所属する政府関係諸機関において普及するという、さらなる波及

効果が期待できる。

第三国研修に研修生を派遣している関係国

－アルジェリア ；Centre of Research in Science and Technology

－シリア ；Scientific Study and Research Center

－バハレーン ；University of Bahrain
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－イエメン ；University of Sana

－サウディ・アラビア ；King Abdel Aziz Research City

－レバノン ；National Council for Scientific Research

－モロッコ ；National Documentation Center

－エジプト ；Egyptian National Scientific & Technological Information

Network（ENSTINET）

－テュニジア ；National Center for Information

－モーリタニア ；

－オマーン ；

４－４　協力規模と協力期間

４－４－１　技術協力計画

これまでに述べた内容の、Ｃ／Ｓシステムを中心とする、ＩＴ技術に関する技術移転を目的

とする本プロジェクトは、いわゆるプロジェクト方式技術協力として、我が国の専門家による

ジョルダン関係者に対する技術移転と、そのために必要なシステム環境構築を目的とする機材

供与から構成される。

フェーズＩにおいて、我が国は大型汎用機を中心としたＩＴ技術に関する技術移転を成功裏

に実施しており、この協力期間完了後の今日においても、この成果が自助努力によってジョル

ダン国内の官民多数の関係者に研修活動を通じて移転されており、併せて周辺第三国へも着実

に技術の移転が継続的に行われていることが確認された。

また、一部機材の自己資金による更新が行われ、コンピュータシステムに関する維持管理が

責任をもって実行されている様を見ると、本計画でジョルダン実行機関が要請している機材構

成は妥当性の高い内容で構成されていると判断できる。

また、フェーズＩプロジェクトを通して培われたＣ／ＰのＩＴ技術に関する知識は、現時点

での世界における最新利用技術の１つであるＣ／Ｓシステムに関する情報をも十分に消化する

域まで達している。問題は、ＣＴＴＩＳＣの目的である研修活動を実行に移すにあたり、Ｃ／Ｓ

システム環境を構築する財源がないことと、何よりもその最新の利用技術をジョルダンの多数

の技術者に技術移転を行うための研修講師としての知識がいまだ十分ではないことである。

以上のことから、本プロジェクトの技術協力計画は下記の内容で構成されることが望まれる。

（1）日本人派遣専門家によるＣ／Ｓシステムを中心とする最新ＩＴ技術分野に関する技術

移転。

（2）日本国内においてＣ／Ｓシステム環境下での研修を通じてジョルダンＣ／Ｐに対する

研修を通しての技術移転。
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（3）日本人派遣専門家の現地での技術移転を実行するために必要な、Ｃ／Ｓシステム環境

構築のための機材供与。

４－４－２　協力期間

ジョルダン側要請書では「最低３か年間」と記されているが、下記の理由により調査団の所見

としては、最低でも３～４か年の協力期間を必要とするとの見解を持った。この事項について

は次期調査による判断を待ちたい。

（1）「４－２－２　技術移転項目」で記した内容の豊富さから判断して、少数の専門家によ

る最小限に絞られた期間内での技術移転は、前回のプロジェクトにおける教訓を考え

ると、結果的に中途半端な技術移転で終わる危険性を内包しており、本技術協力の根

幹を揺るがしかねないものであるので、可能な限り余裕を持った協力期間を設定すべ

きである。

（2）本件が対象とするＣ／Ｓシステムを中心とするＩＴ分野の技術革新は日進月歩が著し

く、短期間の協力期間では当初掲げる技術目標レベルへ到達するまでにさらなる技術

革新が押し寄せる可能性を否定できないので、当面、世界の趨勢を把握しながら、技

術移転計画を着実に実行に移す意味からも、協力期間は最低でも３～４か年以上とす

べきであると考える。

（3）本事項は、ジョルダン側の意向が要請書提出段階と変化がないか否かを確認する必要

があるので、事前調査段階で十分なる討議が望まれる。

４－４－３　日本側投入計画

（1）専門家派遣

本計画のみならず、一般にＩＴ分野の計画においては当該分野の技術革新がめざましい

ことと、関連技術の細分化が進んでいることから、少数の長期専門家が広範囲のＩＴ技術

に関する技術移転に従事することは不可能である。すなわち、

1） 一人の専門家の担当範囲を広くすると、自ずから概論的な技術移転に流れてしま

うことが否めない。

2） ジョルダン側Ｃ／ＰのＣ／Ｓシステム及び関連技術に係る知識レベルは、既に概

論を必要とする段階を経て、各論についての技術移転を必要とする段階にきてお

り、日本人専門家に求める技術移転内容は、より専門的かつ高度なものとなる。

3） 既述のごとく、Ｃ／Ｓシステムに係る技術革新が速く、長期専門家が任地に２～

３年間滞在している間に、我が国をはじめとして当該分野の先進国における技術

が先行し、結果として技術移転効果が十分に発現し得ない事態が懸念される。
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以上のことを勘案すると、従来ともすれば長期専門家を中心とした技術移転計画を立案

し、短期専門家はその補完的役割を担うことが一般的であったが、本プロジェクトが実現

する場合には、むしろ長期専門家を極力少なく配置し、細分化・高度化する技術移転内容

に対して、対応可能な短期専門家を適宜派遣する計画が、より効果的であると考えられる。

この点については、事前調査段階において技術移転内容をより細部にわたり絞り込んだう

えで、日本側の投入計画をつめる必要がある。

（2）研修員受入れ

ジョルダン側の要請書によると、下記の分野で８～ 10人のＣ／Ｐが日本国内において研

修を受けることを希望している。

－ C/S System Integration Development

－ C/S Application System Development

－ Multimedia System Development

－ Network System Development

－ Object Oriented System Development

－ Object Analysis and Design

－ Project Management

－ Windows NT

既述のとおり、本件分野の技術革新には目を見張るものがあるので、派遣専門家を通し

ての技術移転のみならず、その時々に当該分野の最新技術についての技術移転を、我が国

において実施することはプロジェクトの効果を高める意味からも必要なことである。とり

わけ、プロジェクトが立ち上がる当初においては、機材の導入が先行して技術移転に係る

日常作業が後手に回る可能性も危惧されるので、技術移転の円滑な進行を期待する意味か

らも、ジョルダン側Ｃ／Ｐに対する日本国内での研修受入れを先行して実施することは有

効な手段であると考えられる。

しかしながら、我が国政府のＯＤＡ予算に係る方針を勘案すると、要請どおりの規模で

受け入れることは不可能であるので、今後の調査を通じてジョルダン側と優先順位を考慮

した受入実施計画を策定することが望まれる。

（3）機材供与

1） 要請機材に関する考察

ジョルダン側要請書によると、供与を要請されている機材は下記のとおりであり、現

地規模によると 39万 USドルと記されている。
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－Personal Computer（ＰＣ）

－ＰＣ用ソフトウェア

1. Windows NTクライアントライセンス

2. ORACLE Developer2000

3. ORACLE Designer2000

4. Autodesk 3D-STUDIO

5. Macro media Director

6. Visual C++及び Multimedia Software Development KIT

→ジョルダン側要請書では MS C/C++及びアラビア語 Software Development

KITであったが、ジョルダン側と協議の結果、本項製品を意味することが

判明した。

7. Pascal

8. Delphi

9. Visual Basic

10. JAVA

－プリンタ

1. HP Laser Printer

2. HP Laser Color Printer

－カラーデータショー（ＰＣ接続のプロジェクタ）

－ CD-ROM Writer

－ UNIX Server

1. 本体

2. RAID disk system

3. MTなど周辺機器

－ UNIX Server用ソフトウェア

1. ORACLE７

2. C compiler

－Windows NT Server（ＯＳを含む）

Ｃ／Ｓシステムに係わる技術移転を行う観点からは、要請機材は、我が国をはじめ先

進諸国で広く利用されているハードウェア／ソフトウェアで構成されており、現時点で

は妥当な仕様と考えられる。しかしながら、本件分野の技術革新はめざましく、ハード

ウェアに関しては６か月から１年でモデルチェンジが繰り返され、ソフトウェアに関し

てもおよそ１年程度でバージョンアップが行われる状況である。したがって、機材の陳
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腐化を防ぐために、機材供与を一括して行うのではなく、数次に分けて行うなどの方策

を講じる旨協議した。

また、特にソフトウェアに関してはリリース直後のバージョンを使用した場合、シス

テムを安定稼働させるうえで大きな問題が発生することが予想され、また問題解決に際

してはソフトウェアメーカーの対応次第となることが多い。特にアラビア語バージョン

の製品群に関しては、メーカーの対応が遅れることが予想されるので、必ずしも最新の

バージョンを選択することが妥当でないと考えられる。従って今後ジョルダン側とこの

点に関しても十分な協議が必要とされる。

さらに、本件調査においては、製品の特定は対象外であるため個々の製品に関する詳

細な協議は行わなかったが、特に Windows NT関連のソフトウェア群に関し、近い将来、

CASE ツールを含めデータベース構築及び Web コンピューティングに利用されるソフト

ウェアが多数のソフトウェアメーカーから発売されると予想される。研修センターであ

るＣＴＴＩＳＣの位置づけから考えると、ジョルダン国内において標準的とされる製品

を選択することが重要である。

2） 調達方法に関しての考察

Ｃ／Ｓシステムに使用される機材の大半は、世界標準に基づいた仕様で開発されてお

り、現実的な調達の方法として、日本国内での調達とジョルダンにおける現地調達の二

通りが考えられる。既述したように、ジョルダンには現地調達を行う際の機材の供給及

び将来の保守・維持管理の面までを含めて一定水準に達している企業が存在することが

確認できており、以下に示す理由から日本国内調達、現地調達のいずれの方法を選択し

ても問題はないと考えられる。

a） 現地調達を考えた場合、派遣される専門家が使用したことがない機材を使用する

ことになる可能性が高いが、前述したように本件要請の機材は世界的に標準化さ

れた仕様であるので、技術移転に際し特定の機材に関する専門家の経験の有無は、

さほど大きな問題にはならないと考える。

b） 設置後のサポーティングサービスを考慮に入れてベンダーの選択を注意深く行え

ば、特定の機材に依存する諸問題はベンダーが解決可能であると考えられる。

c） 日本国内での調達を考えた場合、アラビア語対応製品の供給が滞りなく行われる

かが主な問題となる。可能な範囲内で日本国内でのアラビア語製品の調達をメー

カーに打診したが、無理とのことであった。特に調達に際して留意すべき機材と

しては、アラビア語対応キーボード、Windows 95、Windows NT のＯＳ群、及び

Visual C++などのアプリケーション開発用のツールが対象になる。これら機材は
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ジョルダン国内での現地調達が妥当と考える。

3） 調達のコストに関する考察

機材調達に関して、以下のベンダー５社に見積りを依頼し、要請機材の価格を調査し

た。

〈見積りを依頼したベンダー〉

・日本国内ベンダー

－富士通：フェーズＩ機材納入業者であるので国内代表とした。

・ジョルダン国ベンダー

－ＳＴＳ（Specialized Technical Service）；ＲＳＳに機材などを納入した実績

がある。

－ＣＥＢ（Computer & Engineering Bureau）；ＣＴＴＩＳＣに ORACLE、UNIXサー

バーなどを納入した実績がある。

－ Ideal；ＪＩＣＡジョルダン事務所関連のプロジェクトで納入実績がある。

－ Comcent（Comcent Trading & Contracting）；富士通の英国子会社であるＩＣＬ

社のジョルダン代理店である。

ジョルダン国ベンダーの会社規模などのプロフィールを資料 12に示す。

なお、比較表を参照するうえで留意すべき事項は下記のとおりである。

a） 各ベンダーに対して、要請機材全項目について見積りを依頼したが、ほぼすべ

ての機材を取り扱っているベンダーはジョルダン国内においてはＣＥＢのみで

あった。

これは、ORACLEのジョルダン国内総代理店がＣＥＢのみであることによると考

えられる。また、ハードウェアのみを取り扱うなど、ジョルダン国内ベンダー

の企業方針として取扱商品を限定する傾向があることが予想される。

b） Comcentに関しては、本レポート作成時点では見積書が未入手である。

c） 富士通に関しては、海外営業担当部署と直接連絡ができなかったため、国内営

業担当から見積りを入手した。したがって、比較表に示す価格は日本国内の定

価である。

４－４－４　ジョルダン側投入計画

（1）Ｃ／Ｐ配置

プロジェクト方式の技術協力の目的は、日本人専門家を通じて当該分野の最新技術を、

相手国のＣ／Ｐに技術移転することにある。この目的を達成するには派遣専門家の資質は
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もちろんのこと、Ｃ／Ｐの人材が大きく影響することは数多くのプロジェクトの教訓より

明らかである。

当センターを対象としたフェーズＩプロジェクトの総括においても、下記の点が反省点

として日本側関係者が指摘している。

－ Record of Discussions（Ｒ／Ｄ）では約 19人のＣ／Ｐをフルタイムで配置するこ

とになっていたが、実際には技術協力期間を通じてフルタイムにはならなかった。

－ その結果、プロジェクト開始時の 1990年に 24人でスタートしたＣ／Ｐが、既存業

務との兼務が避けられないとの理由で、1992年には 30人に増員して日本側が要求

するフルタイム化に対してＣ／Ｐの数で応えようとした。

－ このことが招来したものは、技術移転を行う対象者が増えることであり、同時に

専門家の負担増であった。

一方、ジョルダン側の関係者は下記の点を指摘している。

－ 大半のＣ／Ｐがすべての技術移転分野を受講したが、結果的には集中力の欠如を

招くことになってしまった。

－ Ｃ／Ｐがフルタイムで従事できなかった。

以上の反省点を踏まえ、本件に係る協議を通じてジョルダン側との間では、下記の諸点

に留意していくことを確認できた。

－ Ｃ／Ｐのグループ化

各技術移転項目ごとにシニア１人、ジュニア１人、計２人のＣ／Ｐを配置し、相

互に補完する態勢をとること。

－ 日常業務との切り分け

各技術移転項目に配置されたグループごとに、一定期間、技術移転にのみ集中

し、その間は日常業務を免除されるシステムを構築すること。

この措置が実行されると、とりわけ短期専門家の派遣期間中における技術移転

が効率的に行えるものと期待できる。

本件の主テーマである、Ｃ／Ｓシステムを中心としたＩＴ技術に係る技術移転を受ける

対象者であるジョルダン側Ｃ／Ｐの候補者は Minutes of Discussionsの Annex-12に示す

ごとく、12の研修コースに、延べ23人（実数15人）のＣ／Ｐが予定されている。このＣ／Ｐ

候補者のうち、現時点でその経歴書を提示された技術者の学歴やＩＴ技術に携わってきた

経歴から判断すると、本件で技術移転の対象とするＣ／Ｓシステムを中心とする最新ＩＴ

技術を修得するにふさわしい人材の集団であると判断できる。

経歴書入手者数 14人

博士号取得者 １人（７％）
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修士号取得者 ４人（29％）

学士卒業者 ９人（64％）

本項の冒頭に記したごとく、技術協力の主たる目的がジョルダン国Ｃ／Ｐへの技術移転

にあることを考えると、本計画の期間中はもとより、計画終了後においてもＣ／Ｐ各位が

ＣＴＴＩＳＣの職場から離脱することがあっては、我が国の技術協力の目的を半減させて

しまうことになる。したがって、この観点からも、今後ジョルダン側との間で人選を含み

慎重に協議する必要を感じる。なお、参考までに、フェーズＩ当時のＣ／Ｐの人々が従事

した担当分野と、現在の職場に関する資料を資料９に示す。これを見る限り、Ｃ／Ｐの定

着率は 75％（32人のＣ／Ｐが現在も 24人ＣＴＴＩＳＣに在職）と高く、移転された技術の

他方への流出が、最小限度の範囲内にとどまっていると判断できる。

（2）予算措置

本調査団との協議を通じて、ジョルダン側は本計画が成功裏に実行されるや否やは、

ジョルダン側がプロジェクト期間を通じて、適宜、必要な予算措置を講じることが可能か

どうかにかかっていることを確認した。

ちなみに、1993年以降のＣＴＴＩＳＣの予算と決算の状況は Minutes of Discussions

の Annex-8 The Budget of CTTISCに詳細が報じられているが、センターの運営が自己資

金調達によって賄われていることが理解できる。困難な国家財政事情の中でも、フェーズ

Ｉ期間中から今日まで、供与機材の維持管理・研修会開催に要する費用を、継続的に調達

している実績から判断して、本計画の実行に際しても、ＣＴＴＩＳＣが自助努力によって

必要な予算措置を講じることが可能であると思われる。

（3）建屋、施設及び資機材

ＣＴＴＩＳＣのビルディングには、現在プリンセス・スマヤ大学が同居しているが、1998

年１月には大学が移転する予定であり、その後は、占用している１階部分に加えて、現在

は大学と二分している２階部分をも占用できることになり、本計画で新たに導入される諸

機材の配置計画を立案するうえで好都合である。

なお、新規に導入される予定の、Ｃ／Ｓシステム環境構築に必要なコンピュータ機材は、

いわゆるパーソナルコンピュータで構成されるものであるから、現在の建屋内にある研修

室配備の古いパソコンとの置き換えによって納まるゆえに、機材配置上の障害はないと判

断できる。

また、電気施設容量についても、本計画で新たに導入予定機材に大型汎用コンピュータ

のごとき、大容量の電気施設を必要とするものがないので、追加電気工事をはじめとして、
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空調設備の追加工事も不要と考えられる。ただし、ケーブル敷設工事については、ネット

ワーク構築に伴い、ＣＴＴＩＳＣ館内の工事が必要であるので、事前調査段階では、館内

ダクトの配管状況などを確認する必要がある。
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第５　調査団所見

５－１　調査結果

本件調査団は、1997年 12月３日から 12月 17日までジョルダンに滞在し、王立科学院（ＲＳＳ）

コンピュータ訓練研究センター（Comuputer Techonology, Training and Industrial Studies

Centre＝ＣＴＴＩＳＣ）を実施機関として要請越されているプロジェクト方式技術協力案件の要請

背景及び妥当性を確認するため、国家開発計画における情報技術（ＩＴ）の位置づけの確認、ＩＴ

産業、ＩＴ教育、ＩＴ自身の現状確認を行うとともに、右機関に対する既協力案件の現状を聴取

し、右を踏まえ、新規案件についてＣＴＴＩＳＣを中心とするジョルダン側関係機関との協議を

実施した。

最終的には上記調査・協議内容をミニッツとして取りまとめ、12月 16日午前、アンマン市内の

ＲＳＳ会議室で我が方調査団長山下誠とジョルダン側 Said Alloush・ＲＳＳ総裁が出張で不在の

ため、Seyfeddin Muaz総裁代理との間で署名・交換を行った。

署名・交換されたミニッツ及び調査の概要は以下のとおり。

５－１－１　調査の背景・目的

今回新規案件を要請越したＣＴＴＩＳＣに対しては、1990年６月から 1994年６月までプロ技

「コンピュータ訓練研究センタープロジェクト（以下「フェーズＩ」という）」を実施しており、右

は成功裏に終了し、現在、アラブ地域において唯一ＩＴの長期訓練を実施し得る機関として周

辺諸国からも評価されている。現在、ＣＴＴＩＳＣが第三国研修「システムエンジニア」を実施

していることは右の証左でもある。

今回の要請は、メインフレームを中心とした前回のプロ技の経験をも活かしつつ、現在、世

界で主流となっているＣ／Ｓ方式による最新技術に関する長期訓練を可能にならしめる技術を

ＣＴＴＩＳＣのＣ／Ｐに付与することを目的としている。

このため、今次調査においては、ジョルダンの現行の国家開発計画との整合性をも踏まえた

うえで、近隣諸国も含めた当該分野の状況、問題点を調査し、ＣＴＴＩＳＣの役割・位置づけ・

活動内容など（含む第三国研修の状況）を調査・確認したうえで、要請の妥当性を確認すること

を目的としたものであった。

なお、調査期間中、調査団としては妥当性を確認し得たと判断されたため、当初の予定どお

り、先方の実施体制の確認、プロジェクトの範囲の絞り込みを行うとともに、可能な範囲で必

要な日本・ジョルダン双方の投入計画案を作成した。
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５－１－２　日本のＯＤＡの現状説明

行財政改革の枠組みの中でＯＤＡが、今後３か年の間に 10％ずつの削減を見込まれており、

より妥当で、かつ、自立発展性の期待される案件を形成する必要があることを説明し、ジョル

ダン側の理解を得た。

５－１－３　プロ技の現状説明

先方がプロ技の経験があるがゆえに、前回の協力終了後のプロ技のスキームの変化、特に

ＰＣＭの導入と評価の強化（評価５項目の導入を含む）に伴う投入重視から成果重視への移行及

び予算の削減に伴う案件管理の現地化やプロジェクト開始時期の変化について繰り返し説明し、

ジョルダン側の理解を得た。

また、先方の一部関係者に「延長」「フォローアップ」「アフターケア」の混同が散見されたた

め、適宜説明し置いた。

特に予算削減の影響から、これまでは事前調査の翌年に実施協議調査が派遣され協力が開始

されていたものが、来年度以降、事前調査の翌年には必ずしも実施協議調査が派遣されない可

能性が高いこと、また、プロジェクト開始後、以前は計画打合せや巡回指導といった調査団が

ほぼ毎年派遣され、プロジェクトの進捗にかかる合同調整委員会が開催されていたものが、来

年度以降、必ずしも派遣されなくなるため、案件管理の主体をより現地化する必要があること

については、前述のとおり、時と対象を変え、説明を行い、とりあえずの理解を得たところで

あるが、特に前者に対するジョルダン側の善処の希望は看過できないものであり、ミニッツに

も付記した次第である。

５－１－４　国家開発計画などとの整合性

国家計画である、現行の「経済社会開発５か年計画（1993～ 1997年）」の中には当該分野に関

する直接的な記載はないものの、現在策定中の次期５か年計画の中で、情報分野が、その重要

性から、５か年計画の中で初めて１つの独立した章を構成する予定である旨を確認した。

他方、科学技術分野における計画・政策策定機関であり、ＲＳＳの上位機関でもある科学技

術高等審議会（ＨＣＳＴ）により、科学技術分野の国家政策を体現するものとして 1995年１月に

発表された「National Science and Technology Policy」の中で、「情報」が、４つの政策・戦

略項目の１つとして挙げられており、的確で最新のデータや情報を提供し、また情報へのアク

セスを容易にすることが目標として掲げられていることを確認した。

以上から、ジョルダン政府機関の当該分野に対する重要性の高まりと、ジョルダンにおいて

は天然資源に恵まれないことから人材育成が喫緊の重要課題となっているが、情報処理分野が

その重点分野の１つと位置づけられていることを確認し得た。
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５－１－５　ジョルダンにおけるＩＴ産業、要員及びその教育の現状

（1）産業

産業面では、ハードに関しては組立工場のみで、製造業者は存在していないものの、ハー

ド・ソフトの販売会社は相当数存在するものとみられ（注：ジョルダン・コンピュータ・ソ

サイエティの登録業者数は 1997年現在 236）、1992年には約 60しか存在しなかったことを

考えあわせると、ここ５年間の拡大はめざましいものといえる。

なお、大手販売会社はエンジニアを擁しているため、一般的にはコンピュータ及び関連

機器の現地調達は問題ないと判断された。

（2）要員

要員に関しては、現在、6,000人を超える要員が存在しており、今後の要員ニーズについ

ては正確な数字は把握できなかったものの、一般的なエンジニアの失業率が８％近くある

中で、ＩＴ関連のエンジニアはほぼ完全雇用されている事実をかんがみると、今後とも相

応のニーズが存在するものと考えられる。

（3）教育

教育に関しては、ジョルダン国内の大学のほとんどでコンピュータ科学のコースが開設

されており、私学においてはセカンダリーレベルでもコンピュータを利用した教育が実施

され、かつ、民間のコンピュータ学校も最近では多数存在していることが確認された。

ただし、ＣＴＴＩＳＣで実施されているような長期間にわたるシステムエンジニアの育

成、ソフトウェアの開発はいずれの機関においても実施されておらず、その意味で既往案

件及び新規案件の重要であることを確認すると同時に、ＣＴＴＩＳＣと他機関の棲み分け

が可能であると判断された。

５－１－６　ＣＴＴＩＳＣの現状・実施体制

（1）設立経緯

ＣＴＴＩＳＣの前身にあたるＲＳＳ・Computer Systems Departmentは、1972年に設立

され、1987年に National Information System（ＮＩＳ）（注：17セクターごとに国内の官

民をまたがったシステムを構築し、情報の共有化を図ることを目的とするもの）の開始に伴

い、その技術面を支援するＲＳＳ傘下の Information & Computer Software Centreとし

て改編された後、1992年に産業研究部門が付設されて現在のＣＴＴＩＳＣが設立された。
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（2）人員配置

要員は 95人で、この中には修士以上の高学歴者や留学経験者も多い。

「フェーズＩ」プロジェクトのＣ／Ｐ31人のうち、ＲＳＳ内での異動などを除く民間への

転職は７人であり、処遇も民間企業に比べれば劣るものの他の公的機関よりは高く、人材

の流動性の高い当該分野の状況を踏まえると、定着率は高いといえる。

（3）予算

財政的には、ＲＳＳの傘下でほぼ独立採算を達成している。

（4）主な活動

ＣＴＴＩＳＣの主要活動は、主に政府機関を対象とした技術支援・研究、ハードウェア・

ソフトウェアの開発、研修コースの実施などである。

このうち、研修コースに関しては、４～６か月の長期コースとしてシステムエンジニア

リングコース及びシニアプログラミングコースが実施されており、1992～ 1998年にかけて

（予定を含む）それぞれ80人前後をジョルダン国内より受け入れているほか、短期コースに

は過去 845人、うち 1997年には 325人を受け入れている。

システムエンジニアリングコースについては、ＪＩＣＡの支援による第三国研修が実施

されており、10か国以上のアラブ諸国から、1993～ 1998年度にかけて 80人を超える参加

者を受け入れ、その内容も高い評価を得ており、ＣＴＴＩＳＣが当該分野において中東域

内でも希少な教育機関であることが窺える。

（5）施設・設備

前述のとおり、ＣＴＴＩＳＣは、ジョルダンにおいて当該分野の最も高度な技術サービ

ス・教育を行う機関として、かつ、中東域内における技術・情報の集約基地として位置づ

けられている。

今次調査において、前回のプロ技の協力期間終了後、ＣＴＴＩＳＣの手で供与機材の

アップグレード及び必要機材の新規調達が実施されていることが確認されたが、当該分野

の急激な技術進歩を勘案すると、機材面のみならず、技術面における向上が必要であると

判断された。

５－１－７　協力の妥当性・協力内容・協力期間

（1）協力の妥当性

「フェーズＩ」において、我が国はメインフレーム方式を中心とした技術移転を実施し、
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今次調査においても、右協力がプロジェクト目標を達成したうえ、その成果は第三国研修

を含む研修の実施、一部機材の自己資金によるアップグレードなどの形で現在も維持・発

展されていることが改めて確認された。

しかしながら、技術進歩のめざましい当該分野の中で、現在はＣ／Ｓ方式が主流となり

つつあり、ＣＴＴＩＳＣの右変化への対応も緒についたところであるが、研修機関として

即時にこれに対応するには財政・技術両面から困難な状況である。

他方、ジョルダンの官公庁及び関連機関のうち、現在、Ｃ／Ｓ方式を導入しているのは

現在いまだ数か所に過ぎないが、上記ＮＩＳなどの国家政策の中で、情報の共有化は官セ

クターのみならず民間セクターでもこれまで以上に進むと見られ、その中で同方式のニー

ズは技術面・経済性などから高まっていくものと考えられる。換言すれば、フェーズＩ以

降のコンピュータの普及速度を考えあわせると、むしろ未曾有のスピードと規模をもって

ＣＴＴＩＳＣに対する研修ニーズが高まることは間違いないといえる。

したがって、かかる観点から、及びフェーズＩの成果である現在のＣＴＴＩＳＣの幅広

い位置づけが今後ともジョルダン国内・中東域内で維持されるべし（＝自立発展）との観点

からも、同方式の導入を中心とする新規協力は十分な妥当性を有するものと思われる。

（2）協力内容

今次調査では、前述のとおり、本件要請に対する協力の妥当性が確認された場合、仮に

新規協力を実施する際の協力範囲の絞り込みを行うことも目的の１つとしていたが、ジョ

ルダン側との協議の結果、以下の３分野をとりあえずの技術移転分野の柱とすることとし

た。

1） Ｃ／Ｓシステムのコンフィグレーションデザイン

2） イントラネット・アプリケーションのデザイン

3） オブジェクト指向ツールの開発

協議の中では、上記３分野に基づいた、更に詳細な技術移転項目も取り上げられ、ミニッ

ツにも記載したが、我が方より、予算面及び専門家のリクルートの可能性の両面から精査

する必要がある旨、ジョルダン側に伝え、理解を得、併せてミニッツに記載した。

本件が新規案件として採択された場合、次期調査においては右を踏まえ、再度協議する

必要がある。

（3）協力期間

ジョルダン側要請の３年に対し、上記の技術移転項目に関する協議も踏まえ、とりあえ

ず３～４年とし、ミニッツに記載したが、これについても次期調査の際に再度協議する必
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要がある。

５－２　調査団所見（留意事項）

５－２－１　今次調査を通じて終始感じられたことは、実施機関のＣＴＴＩＳＣのみならず、

ジョルダン側の関係機関が本件プロジェクトを強い期待感を持って注視しているという点で

ある。

右は、フェーズＩの成果がジョルダン国内にとどまらず、域内の周辺国にも裨益効果をも

たらすに到っており、本件の実施も国内のみならず周辺国からも強く期待されていること、

そしてその事実が、資源に乏しく、かつ、人口も少ないジョルダンにとって自らの人的資源

開発の成果を周辺国に知らしめる機会となっていることも少なからず影響しているのではな

いかとの印象を抱いた。

調査団としては、あまりに強い期待感がややもすると、今後、仮に案件が採択され、協力

内容の絞り込みを行う過程で支障ともなりかねないことから、日本のＯＤＡ予算の厳しい現

状やプロ技のスキームの変化をも交えつつ、日本側の協力の範囲（限界）を繰り返し説明し、

可能な限りジョルダン側のモメンタムを損なうことのないよう、協議・調査に努めてきたと

ころである。

５－２－２　実施機関のＣＴＴＩＳＣに目を移すと、フェーズＩの Project Managerでもある

サッカー所長の強いイニシアティブの下、連日にわたり、３～４人の幹部が積極的な姿勢で

協議に臨んでくれ、非常に好印象を持った。

５－２－３　プロジェクトの成功にとって不可欠な「ヒト」のうち、特に鍵を握るＣ／Ｐについ

ては、Project Managerのサッカー所長及び、数名の転職は見られるものの、前回協力時の

Ｃ／Ｐが幹部となってセンターの運営を切り盛りしており、かつ、ソフト面、ハード面とも、

ジョルダンの速度で遅々たるものではあるが、自助努力により改善されていることが看取さ

れたことからも、前回のプロジェクトの成果を普及するのは自分たちであるとの当事者意識

が根付いていると判断された。

５－２－４　一方で、調査団の滞在期間中、「官民格差や平均在職年数（約10年）」や「Ｃ／Ｐに

確認した事実（要望）が必ずしも所長の意向に合っておらず、再度、調整する必要があったこ

とが少なからずあったこと（換言すれば、ＣＴＴＩＳＣも Top Downの組織であること）」など

からも判断されるとおり、今後はかかる隠れた要因も考慮したうえで、サッカー所長の意向

を尊重しつつも、プロジェクトの成功の鍵を握るＣ／Ｐをまず特定し、右Ｃ／Ｐの真のニー
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ズと温度差がない形で日本側の投入や技術移転の方法を決定せねばならず、必ずしも楽観的

な状況ばかりではないといえる。

５－２－５　プロジェクトの成功にとってもう１つの重要な要素である「予算（カネ）」について

は、近年、自己収入によりほぼすべての支出を賄っており、当面の間、問題となることはな

いと判断された。

ただし、ご多分に漏れず、政府からの補助金は期待できないことから、短期間での機材の

更新ないし導入は期待できないのも事実であり、右も少なからず今次要請の副次的な要因と

なっているといえよう。

なお、昨今、他のコンピュータ案件で問題となっているアップグレードの問題については、

フェーズＩの供与機材がＣＴＴＩＳＣの手で徐々にアップグレードされていることから見て、

協力期間後についてはその自立発展性は期待できるところであり、先方も右を明言し、ミ

ニッツにも記載したところである。他方、協力期間中についても、累次にわたる交渉の結果

ではあるが、現地調達分は応分の負担をする用意がある旨の発言を引き出すことができたと

ころ、右は特記し得ると思われる。

５－２－６　「資機材（モノ）」については、ジョルダン側による新規調達機材のみならず、

フェーズＩプロジェクトで供与された機材もきちんと管理され、かつ、使用されていた。

特に、我が方が供与したＰＣについては、陳腐化し、調査団の目で見ても仕様的に利用困

難と判断されるものであったが、かかる機材の場合、ＣＲＴ、キーボード、ＦＤドライヴは

再利用し、新規機材購入費を節減するとともに、既往機材を有効活用しようとする姿勢が看

取され、非常に印象的であった。

５－２－７　なお、協力の内容については、前述のとおり、案件が採択された場合の作業を実

施しやすくするとの観点から、短期間ではあったが存在する資料を基にＣ／Ｐと協議し、ミ

ニッツに記載した。

５－２－８　今次調査を踏まえ、必要な国内手続きを経て、案件が採択された場合、来年度、事

前調査団が派遣され、案件開始に必要な作業が実施されていくわけであるが、今後の調査及

び国内における協議にあたり、以下の点に留意すべしと考えるところ、右を記載し、以上を

もって所見としたい。

（1）ＣＴＴＩＳＣにとって２回目のプロジェクト方式技術協力であること

ＣＴＴＩＳＣのみならず、ＲＳＳの傘下の電子工学サービスセンターも我が国のプロ技
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の実施機関となった経験があり、活動の大半は前回実施したプロ技により移転された技術

をベースに実施されていることは、仮に協力が実施されれば、本件実施にとって少なから

ず好影響を及ぼすといえる。

一方で、累次記載のとおり、ＣＴＴＩＳＣに対する協力が終了した 1994年と現在を比較

すると、「ＰＤＭ、評価５項目の導入に伴う我が方協力の範囲の明確化（特に投入）及びモ

ニタリング・評価方法の変更とモニタリング・評価を重視する体制の確立」と「我が国の

ＯＤＡ予算の削減に伴う投入の吟味の強化、開始時期の遅延可能性、運営管理の現地化」と

いう２点で大きく異なっており、右に対する日本・ジョルダン双方の認識の相違を埋める

ことに今回の調査・協議時間のかなりの部分を割かざるを得なかった。

今回の協議により、かなりの部分は解消できたと考えるが、引き続き留意して置く必要

がある。

（2）協力開始時期

上記（1）との関連並びに累次記載のとおり、本件要請が新規案件として採択された場合

の協力開始時期については、日本のＯＤＡ予算の現状を説明したうえで、早くとも 1999年

度、場合によっては 2000年度となる旨、説明し、ミニッツに記載した。

これに対し、ジョルダン側から、日本側の説明を理解するものの、技術移転の緊要性、対

象技術の進歩状況、過去のプロ技の経験などにかんがみ、少しでも早く協力を開始してほ

しい旨強く要請され、その旨をミニッツに記載したのは前述のとおりである。

当該分野の技術進歩の状況やＣＴＴＩＳＣの位置づけを考慮すると、右発言は斟酌する

に値すると判断されるところ、案件採択や予算措置の際、関係者に留意いただく必要があ

ると思われる。

（3）概念・用語の定義及び移転対象技術の選定

本件プロジェクトのごとく協力対象技術の変化が早い案件の場合、概念・用語の定義（範

囲を含む）及び対象技術の選定がプロジェクトの成否に非常に重要な意味を持つと判断され

る。

したがって、次期調査においては、我が方の予算及び専門家のリクルートの可能性をも

勘案しつつ、対象となるＣ／Ｐへの個別インタビューを通じ、右定義及び選定を慎重に実

施すべきである。なお、本プロジェクトの対象セクターにおいては、機材同様、技術その

ものが陳腐化するため、上記（2）のとおり計画期間と実施期間の時差を可能な限り短縮す

る必要があることは論を待たないといえる。
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（4）ＩＴ分野案件における投入の考え方

ＩＴ分野の案件の場合、技術革新とそれに伴う既往技術の陳腐化がめざましいため、右

を勘案して技術移転の内容を設定せねばならないのは前述のとおりであるが、その場合、

技術移転を実現するための我が方の投入についても、以下の点を留意すべしと考える。

1） 専門家派遣

ＩＴ分野の案件にとどまらず、昨今の案件形成においては協力期間終了後の自立発展

性を確保するとの観点から、長期専門家の投入時期・期間をより吟味するようになって

きている。

今次調査においても右をジョルダン側にも説明し、先方も当然のことであるとして理

解を示したところである。

本件の場合、右事情に加え、移転対象技術が日進月歩であり、かつ、今回の協力対象

の中心であるＣ／Ｓ方式は日本国内においても担当者が細分化しており、長期専門家が

多分野を担当することは実際上困難であることから、短期専門家を主体とする技術協力

計画を策定する必要があると考えられる。

ただし、長期、短期いずれの専門家の場合であっても、日本国内においてすらかかる

技術者は供給不足（需要過多）であり、短期であってもリクルートは困難とそく聞してい

るところ、強力な国内支援体制を確立し、長期専門家、短期専門家及び研修員受入れそ

れぞれによる技術移転分野（項目）及びそのデマケを明確にしたうえで技術協力計画を策

定する必要があるといえる。

2） 研修員受入れ

上記1）との関連及び予算削減の影響も勘案して、協力開始までに本スキームで実施さ

れるべき移転内容を特定することが望ましいと考えられる。

なお、本件の場合、専門家のリクルートの状況を考えあわせると、他案件よりも本ス

キームにより移転される技術が多いことが予想されるが、右いかんにかかわらず、当然

のことながら研修を受講したＣ／Ｐが日本で習得した技術を他のＣ／Ｐに披露・移転す

るシステムを構築する必要がある。

3） 機材供与

既述のとおり、当該分野の特性を勘案し、機材の陳腐化を少しでも遅らせるため、機

材供与を数次に分けて実施すべきである旨、提案し、先方も右に賛意を示し、その旨、ミ

ニッツに記載したところである。

また、本件の機材調達については、維持管理が可能である場合、協力期間終了後のメ
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ンテナンスを勘案し、必要に応じて現地調達により対応を検討すべきである。なお、右

に関しては、今回、当地のコンピュータ販売会社数社に見積依頼を行っており、見積書

徴収後、案件が採択された時点で、再度検討を開始することとなるが、技術的には相応

の範囲内で現地調達が可能となるものと見られる。

ただし、当該分野の場合、一方で機材が専門家のリクルート及び研修員受入れとも少

なからず関連しているところ、プロジェクト期間終了後の自立発展性を念頭に置きつつ

も、右関連も勘案し、次期調査実施の際には、さらに詳細を検討する必要がある。

（5）Ｃ／Ｐの配置

「フェーズＩの協力期間中、配置されたＣ／Ｐが日常業務に忙殺され、技術移転に十分時

間を割くことができない場合があったこと、また、フェーズＩではジョルダン側の要望も

ありＣ／Ｐ一人一人がすべての技術移転項目を習得しようとしたが、当該分野では技術の

専門化・細分化が進んでおり、特に今回技術移転の中心となるＣ／Ｓ方式はメインフレー

ム以上に右が進んでおり、上述のとおり日本人専門家ですら一人で多分野を担当するのは

困難であると判断されること」から、双方協議のうえ、とりあえず以下を善後策として策定

し、ミニッツに記載した。

技術移転項目同様、その妥当性を今後の調査で検討していただく必要がある。

1） Ｃ／Ｐのグループ化

各技術移転項目ごとにシニア１名、ジュニア１名、計２名を配置し、相互に補完する

体制をとることとした。

2） 日常業務とのデマケ

各技術移転項目に配置されたグループごとに、一定期間、技術移転のみに集中し、そ

の間は日常業務を免除されるシステムを構築することを我が方より提案し、同意を得た。

例えば、短期専門家が派遣される場合、滞在期間をかかる期間と見なすといったこと

が想定される。

５－３　その他

今次調査期間のうち、半日を割いて、ＲＳＳ電子工学サービスセンターを訪問し、組織の現況

確認などを目的としてハッサン所長ほか、所員との面談、所内見学を行った。

右は、同センターより、既存の医療機械保守ラボと電気機器調整試験ラボの設備改善及び機能

強化を目的とした新規プロ技及びアフターケアが要請越されており、今次基礎調査の機会を利用

して非公式に情報収集を行うためのものであった。
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右センターに対しては、電子計測機器の保守、試験及び校正サービスを技術移転することを目

的として1977年から 1981年にかけてプロ技（アフターケア：1989～ 1991年）を実施済であり、さ

らに、現在、第三国研修「パレスチナ特設医療機材保守」を実施中である。

同センターは約 70人の人員を要し、ジョルダン全域にわたる医療機器の保守管理並びにジョル

ダン唯一の電気・電子製品試験機関を担当しており、非常に重要な位置にある機関である。今回

は短時間の訪問であったが、電気・電子試験機器の更新など、自助努力がなされている状況が窺

えた。

今回の要請のうち、医療機器関連については、我が国に同センターと同様の機能を有する公的

機関が存在せず、機器メーカーそのものに技術があるため、対応が難しいものと思われる。

他方、電気・電子製品試験については、我が方としても、on-going案件が複数あり、専門家の

リクルートをはじめとする国内支援体制の問題から、直ちに協力を開始することは困難と思われ

るが、先方機関の自助努力の状況とニーズがあるにもかかわらず、ある意味でＣＴＴＩＳＣ同様、

既存の設備・技術では試験項目が限定され、対象規格に対する必要試験項目を満たせない現状に

あることをも考えあわせると、今後、on-going案件の推移も勘案しつつ、協力の可能性を検討し

ていくに値する案件であるとの印象を抱いた。
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